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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 118,684 86,636 93,495 91,351 104,311

経常利益 （百万円） 3,140 947 230 152 1,579

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 1,487 535 728 △244 1,296

包括利益 （百万円） － 669 545 △192 1,428

純資産額 （百万円） 17,005 17,674 18,139 17,865 18,332

総資産額 （百万円） 75,323 66,876 67,338 65,015 70,444

１株当たり純資産額 （円） 425.16 442.97 454.61 402.61 386.76

１株当たり当期純利益又は

当期純損失金額（△）
（円） 45.91 16.53 22.50 △5.77 28.72

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 22.5 26.4 26.9 27.5 26.0

自己資本利益率 （％） 9.2 3.1 4.1 － 7.2

株価収益率 （倍） 7.0 21.7 19.3 － 16.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,321 △542 5,196 3,828 △3,258

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △563 △407 △57 △448 △310

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △3,912 △285 △2,608 △2,206 3,163

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 8,574 7,324 9,849 11,037 10,630

従業員数 （人） 1,533 1,523 1,488 1,499 1,487

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第62期、第63期、第64期並びに第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

４．第65期の自己資本利益率及び株価収益率につきましては、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

５．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失金額は、普通株式によるものです。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 105,703 77,952 84,427 81,766 93,339

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 1,918 2,444 427 △594 545

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 555 792 498 △749 857

資本金 （百万円） 4,218 4,218 4,218 4,218 4,218

発行済株式総数 （千株） 40,037 40,037 40,037 44,441 47,486

純資産額 （百万円） 15,856 16,633 17,284 16,539 17,390

総資産額 （百万円） 67,192 60,626 62,396 58,691 63,990

１株当たり純資産額 （円） 397.39 416.86 433.19 372.72 366.90

１株当たり配当額 （円）      

普通株式  － 2.50 2.50 2.50 4.00

(内１株当たり中間配当額)  (－) (－) (－) (－) (－)

Ａ種種類株式     5.00 －

(内１株当たり中間配当額)     (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

当期純損失金額（△）
（円） 17.13 24.47 15.39 △17.69 18.99

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 23.6 27.4 27.7 28.2 27.2

自己資本利益率 （％） 3.6 4.9 2.9 － 5.1

株価収益率 （倍） 18.7 14.7 28.3 － 24.3

配当性向 （％） － 10.2 16.2 － 21.1

従業員数 （人） 1,074 1,063 1,061 1,056 1,040

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第62期、第63期、第64期並びに第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

４．第65期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向につきましては、当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。

５．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失金額は、普通株式によるものです。
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２【沿革】

昭和27年３月 東日本重工業株式会社（現三菱重工業株式会社）が数年に亘り試作、研究を行なってきたプレスト

レスト・コンクリート製品の製造を本格的に企業化するため、同社七尾造船所の諸施設及び従業員

を引継ぎ同社の現物出資40,000千円とその他より10,000千円の現金出資を得てピー・エス・コンク

リート株式会社を設立し、東京都千代田区に本社、石川県七尾市に七尾工場設置

昭和34年４月 東京・大阪・福岡・仙台等の営業所に工事施工部門を設置

昭和37年６月 東京証券取引所市場第二部に当社株式を上場

昭和44年８月 福岡県久留米市に久留米工場設置

昭和46年９月 東京・大阪・福岡（現九州）及び仙台（現東北）各営業所を支店に改称

昭和48年７月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可（特－48）第1271号を取得（以後３年毎に許可更新）

昭和50年10月 海外事業に積極的進出を図るため、海外事業部（現土木本部内）を設置

昭和55年10月 建設用資機材の製造・販売を目的とする関係会社、株式会社秦野製作所を設立

昭和59年10月 損害保険代理業の関係会社、有限会社大菱（平成６年株式会社大菱に組織変更）を設立

昭和62年７月 土木建築構造物の設計、施工管理及び工事の請負を目的とする関係会社、新栄エンジニアリング株

式会社を設立

昭和64年１月 名古屋・広島営業所を支店に改称

平成元年11月 インドネシア共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、PT．Komponindo

Betonjayaを設立

平成３年４月 不動産の所有賃貸業を目的とする銭函土地有限会社を買収

平成３年８月 土木建築構造物の維持・補修を目的とする関係会社、株式会社ニューテックを設立

平成３年10月 社名をピー・エス・コンクリート株式会社から株式会社ピー・エスに変更

平成８年９月 東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場

平成９年７月 建設業法による特定建設業者として建設大臣許可（特－９）第1271号を取得（以後５年毎に許可更

新）

平成11年10月 土木建設用機器の運用管理等を目的とする関係会社、株式会社ピーエス機工を設立

平成14年３月 神奈川県小田原市に技術研究所設置

平成14年８月 宅地建物取引業法による宅地建物取引業者として国土交通大臣（１）第6332号を取得（以後５年毎

に免許更新）

平成14年10月 三菱建設株式会社と合併、社名を株式会社ピー・エスから株式会社ピーエス三菱に変更

合併により康和建設株式会社、菱建商事株式会社、菱建基礎株式会社他１社を関係会社として承継

平成14年12月 本社・東京土木支店及び東京建築支店を東京都中央区銀座に移転

平成15年１月 関係会社である銭函土地有限会社と合併

平成15年４月 関係会社である菱建商事株式会社は同社を存続会社として関係会社である株式会社大菱と合併

平成16年７月 ベトナム社会主義共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、VINA-　　　

PSMC PRECAST CONCRETE JOINT VENTURE COMPANY（現VINA-PSMC Precast Concrete Company

Limited）を設立

平成18年12月 本社・東京土木支店及び東京建築支店を東京都中央区晴海に移転

平成19年10月 北上、茨城、滋賀、兵庫、水島他１工場において営むプレストレスト・コンクリート製品の製造・

販売等事業を分社化し、新設したピー・エス・コンクリート株式会社に継承

平成19年10月 関係会社である株式会社ニューテックは同社を存続会社として関係会社である康和建設株式会社、

新栄エンジニアリング株式会社と合併、社名を株式会社ニューテック康和に変更

平成20年４月 関係会社である株式会社ピーエス機工は同社を存続会社として関係会社である株式会社秦野製作所

と合併、社名を株式会社ピーエスケーに変更

平成24年５月 インドネシア共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、PT.Wijaya Karya

Komponen Betonを設立
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社７社、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成され、土木建設事業、建築建設

事業、製造事業、その他兼業事業を主な事業の内容としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の４部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

土木建設事業 当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般土木工事の請負等及びＰＣ製品等の

製造販売を営んでおります。

 また、連結子会社である株式会社ニューテック康和及び株式会社ながのは土木構造物の補修

工事及び舗装工事の請負等、株式会社ピーエスケーは土木工事用機器の管理運用等、菱建基礎

株式会社は土木構造物の基礎工事の請負等を行っております。また、当社が施工するにあた

り、施工の一部を各社に発注しております。

 その他の関係会社である三菱マテリアル株式会社より資材等を購入しております。また、同

社からは工事の一部を受注しております。

建築建設事業 当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般建築工事の請負等及びＰＣ製品等の

製造販売を営んでおります。

その他の関係会社である三菱マテリアル株式会社より資材等を購入しております。また、同

社からは工事の一部を受注しております。

製造事業 連結子会社であるピー・エス・コンクリート株式会社、PT．Komponindo Betonjaya及び持分

法適用関連会社であるVINA-PSMC Precast Concrete Company Limited、PT.Wijaya Karya

Komponen Betonはコンクリート製品の製造販売を営んでおります。

その他兼業事業 当社は不動産の販売・賃貸及び仲介を営んでおります。また、連結子会社である菱建商事株

式会社は損害保険代理業及び不動産事業等を営んでおります。

以上について事業系統図を示すと次のとおりであります。

 

関係会社の一部は複数の事業を行っており、上記区分は代表的な事業内容により記載しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社ニューテック康和
東京都

北区
90 土木建設事業 100

当社は補修工事及び舗装工事を発注してお

ります。

当社は役員を派遣しております。

当社は資金援助をおこなっております。

株式会社ピーエスケー
東京都

中央区
90 土木建設事業 100

当社は土木建築用機材を賃借しておりま

す。

当社は資材等を仕入れております。

当社は設備及び土地の賃貸をおこなってお

ります。

当社と役員の兼任があります。

当社は役員を派遣しております。

当社は資金援助をおこなっております。

PT．Komponindo Betonjaya

インドネ

シア　

ジャカル

タ

百万

ルピア

17,830

製造事業 99.9

当社と役員の兼任があります。

当社は役員を派遣しております。

当社は技術指導をおこなっております。

当社は債務保証をおこなっております。

菱建商事株式会社
東京都

北区
50 その他兼業事業 100

当社は材料等を仕入れております。

当社は役員を派遣しております。

当社は資金援助をおこなっております。

菱建基礎株式会社
東京都

豊島区
50 土木建設事業 100

当社は基礎工事を発注しております。

当社は設備及び土地の賃貸をおこなってお

ります。

当社は役員を派遣しております。

ピー・エス・コンクリート株式

会社

東京都

中央区
90 製造事業 100

当社はコンクリート製品を仕入れておりま

す。

当社は設備及び土地の賃貸をおこなってお

ります。

当社と役員の兼任があります。

当社は役員を派遣しております。

株式会社ながの

（注）２

山口県

周南市
5 土木建設事業

100

（100)

当社は補修工事及び舗装工事を発注してお

ります。

（持分法適用関連会社）      

VINA-PSMC Precast Concrete

Company Limited

ベトナム

ロンアン

千

ＵＳドル

1,463

製造事業 30
当社は役員を派遣しております。

当社は技術指導をおこなっております。

PT.Wijaya Karya Komponen

Beton

（注）２

インドネ

シア　

ジャカル

タ

百万

ルピア

93,500

製造事業
49

（49)

当社は役員を派遣しております。

当社は技術指導をおこなっております。

（その他の関係会社）      

三菱マテリアル株式会社

（注）３

東京都

千代田区
119,457

非鉄金属製品の製

造・販売

被所有

33.5

 

当社は資材等を仕入れております。

当社は工事の一部を受注しております。

当社と役員の兼任があります。

当社は債務保証をおこなっております。

（注）１．連結子会社及び持分法適用関連会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合で内数であります。

３．三菱マテリアル株式会社は有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

土木建設事業 790  

建築建設事業 360  

製造事業 185  

その他兼業事業 37  

報告セグメント計 1,372  

全社（共通） 115  

合計 1,487  

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

①従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

平成26年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

1,040 43才３ヶ月 18年９ヶ月 6,254,924

 

セグメントの名称 従業員数（人）

土木建設事業 565  

建築建設事業 360  

報告セグメント計 925  

全社（共通） 115  

合計 1,040  

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

②労働組合の状況

当社の労働組合は、ピーエス三菱労働組合と称し昭和32年８月13日に結成しております。同組合の平成26年３

月31日現在の所属組合員数は377名であります。

組合の活動については特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度における国内経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和の効果等から円安および株

価上昇となり、輸出関連企業を先駆けとして企業収益は概して回復基調となっております。また、個人消費は株価

上昇や企業の景況感好転を背景とした雇用環境の改善や賃上げムードもあって堅調なものとなり、景気の好循環に

向けた動きが見られました。

建設業界におきましては、東日本大震災から丸３年が経過し、復興・再生等の公共投資への取り組みが加速され

る中、国土強靱化政策、防災・減災対策等を受けて公共工事の発注量は前年度同様、堅調に推移しており、また、

景気回復に伴う民間需要の緩やかな回復等により、民間建設投資も回復基調となりましたが、慢性的な労働者不足

は更に深刻化し、労務費と原材料費の高騰が続きました。

このように建設業界を取り巻く事業環境は先行き不透明な状況ではありますが、当社はＰＣ（プレストレスト・

コンクリート）技術を基軸とした総合建設業として、橋梁に代表される公共工事を中心とした「土木事業」と民間

工事を中心とした「建築事業」を２本柱に、新設・新築事業の足許をしっかりと固めてまいりました。土木部門

は、非橋梁・メンテナンス部門を強化して、高付加価値プレキャスト部材の提案、既存構造物の長寿命化技術や補

修・補強工事等に関する新技術、施工技術の高度化を図り、建築部門は、ＰＣ技術を取り入れた企画・提案型の受

注に注力し、ＰＣaＰＣ（プレキャスト・プレストレスト・コンクリート）工法が採用された復興住宅、漁港荷捌

場、津波避難施設等の実績が多数増えてまいりました。このようにＰＣ技術の適用範囲を広げて新しい分野を開拓

することで他社との差別化を図り、企業競争力を高めて、外的環境の激しい変化に対応しながら、採算重視の受注

姿勢を守り「我が国トップのＰＣゼネコン」を目指して取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は1,043億11百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益17億４百万円

（同630.5％増）、経常利益15億79百万円（同936.6％増）、当期純利益12億96百万円（前年同期は当期純損失２億

44百万円）となりました。

なお、個別の業績は、  売 上 高　933億39百万円 　営業利益   ４億52百万円

経常利益  ５億45百万円  当期純利益　８億57百万円　であります。

セグメント業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、売上高は509億26百万円（前年同期比13.2％増）、セグメント利益は59億７百万円（前年同期比

34.7％増）となりました。

建築建設事業は、売上高は495億98百万円（前年同期比15.0％増）、セグメント利益は13億79百万円（前年同期比

3.9％減）となりました。

製造事業は、売上高76億47百万円（前年同期比52.2％増）、セグメント利益は3億80百万円（前年同期比63.4％

増）となりました。

その他兼業事業は、売上高は61億67百万円（前年同期比39.6％増）、セグメント利益は３億65百万円（前年同期

比10.8％減）となりました。

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益を記載しております。

（注）「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等は含まれておりません。

(2)キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は32億58百万円（前連結会計年度は38億28百万円の獲得）となりました。こ

れは主に売上債権の増加額及び未成工事受入金の減少額の合計が、たな卸資産の増加額及び仕入債務の増加

額の合計を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動の結果、使用した資金は３億10百万円（前年同期比30.8%減）となりました。これは主に連結子会社

による機械、運搬具の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動の結果、獲得した資金は31億63百万円（前連結会計年度は22億６百万円の使用）となりました。こ

れは主に短期借入金の純増加によるものであります。

以上により、当連結会計年度における現金及び現金同等物は４億７百万円減少し、期末残高は106億30百万円と

なりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

前年同期比（％）

土木建設事業（百万円） 50,535 △6.8

建築建設事業（百万円） 49,289 △1.0

製造事業（百万円） 1,702 50.4

その他兼業事業（百万円） 785 △69.6

合計（百万円） 102,312 △5.0

 

(2)売上実績

当連結会計年度の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

前年同期比（％）

土木建設事業（百万円） 50,687 13.1

建築建設事業（百万円） 49,460 14.7

製造事業（百万円） 1,702 50.4

その他兼業事業（百万円） 2,460 7.7

合計（百万円） 104,311 14.2

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

しておりません。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前連結会計年度

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

当連結会計年度

国土交通省 11,699百万円 11.2％
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なお、参考のため当社単独の事業の状況は次のとおりであります。

①受注高、売上高、繰越高及び施工高

 期別 種類別
前　期
繰越高
(百万円)

当　期
受注高
(百万円)

計
(百万円)

当　期
売上高
(百万円)

次期繰越高 当　期
施工高
(百万円)

手持高
(百万円)

うち施工高
(百万円)

       ％  

前事業年度

 (自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

 

土木工事 34,832 45,614 80,447 36,260 44,186 3.1 1,361 36,611

建築工事 29,842 48,565 78,408 41,660 36,747 4.8 1,773 41,811

工事計 64,675 94,179 158,855 77,920 80,934 3.9 3,135 78,422

製品 1,379 1,757 3,136 2,394 742 35.9 266 2,464

不動産事業 1,406 1,756 3,163 1,451 1,711 － － 1,451

兼業計 2,785 3,514 6,299 3,845 2,453 10.9 266 3,916

合計 67,460 97,694 165,155 81,766 83,388 4.1 3,402 82,338

当事業年度

 (自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

 

土木工事 44,186 39,719 83,905 39,484 44,421 5.3 2,336 40,458

建築工事 36,747 48,842 85,590 48,943 36,646 4.6 1,676 48,846

工事計 80,934 88,561 169,496 88,427 81,068 5.0 4,013 89,305

製品 742 3,092 3,835 3,175 660 25.9 171 3,079

不動産事業 1,711 51 1,763 1,736 26 － － 1,736

兼業計 2,453 3,144 5,598 4,911 686 24.9 171 4,816

合計 83,388 91,706 175,094 93,339 81,755 5.1 4,184 94,121

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増減を

含んでおります。

２．次期繰越高の施工高は手持高のうち工事及び製品の支出金より推定したものであります。

３．当期施工高は、（当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致します。

なお、不動産事業の当期施工高は当期売上高と一致しております。

②受注工事高の受注方法別比率

工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

前事業年度

 (自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

土木工事 5.6 94.4 100.0

建築工事 39.9 60.1 100.0

当事業年度

 (自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

土木工事 16.5 83.5 100.0

建築工事 40.9 59.1 100.0

 

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

有価証券報告書

10/92



③完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前事業年度

 (自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

土木工事 20,408 15,852 36,260

建築工事 818 40,841 41,660

計 21,226 56,694 77,920

当事業年度

 (自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

土木工事 23,758 15,725 39,484

建築工事 2,159 46,783 48,943

計 25,918 62,509 88,427

（注）１．完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度請負金10億円以上の主なもの

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路生平橋他２橋（ＰＣ上部工）工事

首都高速道路株式会社 （改）支承・連結装置耐震性向上工事１－１０５

独立行政法人　鉄道建設・

運輸施設整備支援機構
北陸新幹線、上越軌道スラブ製作運搬工事

株式会社ゴールドクレスト （仮称）クレストフォルム北赤羽Ⅱ

株式会社メッセージ （仮称）Ｃアミーユ船橋印内

 

当事業年度請負金10億円以上の主なもの

国土交通省 東九州道（鹿屋～曽於）大鳥川橋上部工工事

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路　新戸川橋工事

独立行政法人　鉄道建設・

運輸施設整備支援機構
北陸新幹線、富山軌道スラブ製作運搬

三菱商事株式会社 （仮称)市川塩浜物流センター新築工事

シュッツ・コンテナ・システムズ

株式会社
（仮称)秦野市曽屋原計画

 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前事業年度

完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

当事業年度

国土交通省 11,145百万円 12.6％

 

④手持工事高

（平成26年３月31日現在）
 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

土木工事 18,909 25,511 44,421

建築工事 933 35,713 36,646

計 19,842 61,225 81,068

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

内閣府 那覇港（浦添ふ頭地区）臨港道路(浦添線）海側橋梁上部工工事 平成27年２月完成予定

東日本高速道路株式会社 首都圏中央連絡自動車道　桶川第２高架橋(ＰＣ上部工)工事 平成27年３月完成予定

西日本高速道路株式会社 新名神高速道路　塩川橋他１橋工事 平成28年10月完成予定

学校法人国際医療福祉大学 成田公津の杜プロジェクト 平成27年６月完成予定

日本医療サービス株式会社 医療法人社団高邦会　高木病院Ｇ棟新築工事 平成26年８月完成予定
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３【対処すべき課題】

オリンピック・パラリンピック東京開催による首都圏を中心とした建設産業の需要増も明るい話題となっておりま

すが、慢性的な労働者不足は更に深刻化し、労務費と原材料費の高騰による入札不調および建設計画の延期等も発生

しております。このような状況下、当社グループは、外部環境の激しい変化に対応し、安定的な企業体質強化を優先

課題として捉えております。その課題解決に対しては、これまで取り組んできた「受注管理」・「原価管理」・「資

金・与信管理」・「購買管理」の施策を継承し再徹底してまいります。具体的には、営業部門の過度な競争による受

注時リスクに対しては、内部牽制を強化し足許状況および今後の物価動向を注視しながら、採算重視のもと適正利益

目標値を定めた「受注管理の徹底」を行います。工事部門の利益悪化リスクに対しては、工事進行中のプロセス管理

強化と工事出来高の進捗管理を行い、悪化事象の早期把握とリカバリー対策の早期取組に努める「原価管理の徹底」

を行います。

１．事業の選択と集中

当社の得意とするＰＣ事業の更なる強化をしてまいります。土木部門では、ＰＣ橋梁工事を中核事業としてＰＣ

業界トップシェアを維持しながら、非橋梁・メンテナンス分野の事業領域を拡大し、建築部門では、ＰＣ建築の受

注・売上規模の拡大に向けて積極的に取り組んでまいります。

２．営業戦略の更なる強化

土木部門では、全社による工事成績のアップ、並びに、技術提案力の強化と積算精度の向上による受注チャンス

の拡大を図るとともに、建築部門では、「競争」から「企画・提案」型受注の強化に取り組んでまいります。ま

た、海外においてはインドネシア・ベトナムの工場を中心に、工場製品と一体化した工事受注を目指してまいりま

す。

３．原価管理の徹底

目標とする売上利益率の確保に向けて、各部門の連携を高め「原価管理」の更なる徹底を図り、営工一体となっ

た利益向上を目指してまいります。

４．経営資源の最大限の活用

建設需要・社会動向を的確に掴み、今後に受注増大が見込める地域や、受注確度の高い案件に対して、効率的な

人員配置を推進してまいります。また、将来の成長軌道を見据えた投資（人財・設備・技術）を強化してまいりま

す。

５．人財の強化

事業の成長推進を図るため、全社一丸となり年齢構成の是正に向けた人財確保と柔軟な採用計画の実施および各

種研修制度の拡充による人財強化を推進してまいります。

６．安全管理の徹底

無事故・無災害を目指し、「安全最優先の企業風土」を確立し、無事故を達成できるよう、安全に対する意識向

上の徹底を図ってまいります。

７．品質管理の徹底

不具合のない完成品をお客様に提供することで、その評価を次の仕事に繋げる取り組みを強化いたします。社内

検査の拡充による品質管理の徹底により、不具合の撲滅と高品質を維持し、ステークホルダーに信頼される会社を

目指してまいります。

８．ＣＳＲ活動の推進

当社グループでは、ＣＳＲの基本活動方針として「コンプライアンスの徹底」「リスクマネジメントの推進」

「ステークホルダーコミュニケーションの推進」「地域社会への貢献」を掲げており、「人と自然が調和する豊か

な環境づくりに貢献する」の基本理念の実現に向けてＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）を実践することで、Ｃ

ＳＲへの取り組みを積極的に推進してまいります。

以上の施策を重点的に実施して業績の回復を目指すと共に、ＰＣ技術の適用範囲を広げて、受注を拡大していくこ
とで「我が国トップのＰＣゼネコン」を目指してまいります。建設業の使命として、安心安全な生活に必要なイン
フラの整備に取り組みます。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項としては、以下の

ようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の

対応に努める所存であります。なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものであります。

（１）公共事業の減少

土木工事における公共事業への依存度が高い当社グループにおいて予想以上に公共事業の削減が行われた場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（２）発注単価のダウン

公共事業の発注単価の低下が予想以上に進行する場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）カントリーリスク

東南アジア各国で事業を展開しているため、これらの国で政変、大幅な法規制の変更等が発生した場合には、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

（４）取引先の信用リスク

顧客、取引先の不測の倒産等により、工事代金の回収が困難になった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（５）資材価格の変動

請負金額に反映することが困難になるほど原材料価格が高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（６）大規模災害の発生

事業に関し大規模な事故災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、大震災等の発生

により、経営機能や事業拠点が莫大な損傷を受けた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（７）為替の変動

海外事業に関し、各国の為替レートが予想以上に変動した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（８）金利の変動

現在の金利が予想以上に高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（９）資産価額の変動

予想を超える経済的な変動により当社の資産価額の下落が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（10）瑕疵担保責任及び製造物責任

品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任及び製造物責任による巨額の損害賠償が発生した場合には、

業績に影響を及ぼす可能性があります。

（11）訴訟等

国内外の事業等に関連しての訴訟、紛争、その他法的手続きに係る判決、和解、決定等により、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

とりわけ、独占禁止法違反から派生する指名停止等により、受注機会が減少する可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、当社において、社会のニーズを的確に把握するように技術開発部門を本社に配備

し、プレストレストコンクリート技術及び在来技術の改良、新規分野への適用を目指して、効率的に成果をあげる施

策を講じながら研究開発活動を積極的に推進しております。また、新しいニーズに応えるため、海外における先進技

術の調査、情報の収集をはじめ、産・官・学との共同研究を積極的に推進しております。

当連結会計年度における研究開発活動の主な成果並びに主要案件は次のとおりであります。なお、当連結会計年度

の研究開発費の総額は４億95百万円であります。

１．土木建設事業

（１）高強度繊維補強モルタルを使用した低桁高ＰＣ橋　ダックスビーム工法

近年、河川改修や都市再開発事業に伴い、建築限界の制限が厳しい場所に橋梁を計画しなければならない事例があ

り、低桁高橋梁のニーズが増加しています。当社では、このようなニーズに応える新しい工法として、「ダックス

ビーム工法」を開発しました。

本工法は、設計基準強度120Ｎ/ｍｍ２の高強度繊維補強モルタルを使用して、橋桁に大容量のプレストレスを導入

することで、橋桁の高さを低減することができる低桁高ＰＣ橋です。本工法を使用した橋梁は、2006年に1橋目の

施工実績となる豆飼（まめかい）橋が完成し、この度、10橋目の施工実績となる大手（おおて）橋（新潟県長岡

市）下り線が完成しました。大手橋は、２径間ＰＣ桁橋であった旧橋の架替え工事として計画されました。新橋で

は本工法の採用により、旧橋の中間橋脚を省略しながらも、旧橋からの極端な桁高の増加をすることなく、事業全

体の建設コストの削減を実現しました。今後は、本工法の優れた特徴を活かして、多径間橋梁などの大規模物件に

も採用されるよう営業展開が期待されます。

（２）「ＰＳＭの橋守プロジェクト」報告（既設ＰＣ橋梁の桁端変状傾向）

平成23年度より本格始動いたしました「橋守プロジェクト」では、これまでに約6,800橋分の橋梁点検結果をデー

タベース化しており、今後も増やしていく予定です。橋守プロジェクト本格始動後に調査を実施した当社施工の既

設ＰＣ橋梁408橋分を対象に、桁端変状傾向を分析しました。主桁端部における0.2ｍｍ以上のひび割れの発生は、

長期性能低下に影響を及ぼす可能性が高く、近年導入が開始された長期保証制度における指標として着目されてい

る変状の１つであり、今後は主桁端部への0.2ｍｍ以上のひび割れ発生を長期間防止できることが、新設ＰＣ橋梁

受注の必須条件となるものと予想されます。

桁端変状パターンを伸縮装置の異常と桁端劣化に分け、供用年数経過による発生割合の推移を確認したところ、桁

端劣化の発生確率は概ね10％程度であること、及び供用30年までは徐々に増加するものの、その後の顕著な増加は

見られないことが分かりました。つまり、供用30年の間に桁端劣化が発生しなかった橋梁は、その後長期に亘って

高い品質を保持できる可能性が示唆されました。

（３）銅スラグ入りコンクリートによる放射線遮へい容器

銅スラグは密度が大きく、細骨材として用いた場合、コンクリートの単位容積質量が大きくなり、遮へい構造物へ

の利用に適しております。また、本製品で用いる銅スラグは、三菱マテリアル株式会社の関係会社である小名浜製

錬株式会社で生産される副産物であり、被災地の未利用資源を新しい用途でリサイクル資源として活用することを

目ざすものです。銅スラグコンクリート遮へい容器は、高濃度に汚染された放射性廃棄物を仮保管するための容器

として活用できます。

土木建設事業に係る研究開発費は４億40百万円であります。
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２．建築建設事業

（１）梁中央で圧着接合する接合面の摩擦係数の改善

ＰＣａＰＣ工法による大型物流倉庫などの長大建築物の建設において、梁の中央部分で部材同士をＰＣ鋼棒で圧着

接合する「梁中央部圧着方式」を採用することにより、施工効率の良い合理的な工区分割が可能となり、建設工期

の短縮による総コストの縮減が可能になります。これまで圧着接合面の設計では、特別な調査研究を行わない場合

には接合面の摩擦係数としてμ=0.5が用いられていますが、摩擦係数を大きくすることが可能となれば、ＰＣ鋼材

量の削減、部材断面のスリム化に伴う更なるコストダウンを図ることができます。本調査研究では、摩擦係数の改

善（設計に用いる数値の増大）を目的として、接合面に工夫を加えた試験体を用いた接合面のせん断実験を行いま

した。

（２）「ピーエス三菱ＰＣａＰＣ外付けフレーム耐震補強」技術評価の改定

平成25年４月19日付けで、（一財）日本建築防災協会より取得している「ピーエス三菱ＰＣａＰＣ外付けフレーム

耐震補強」の技術評価内容を改定しました。

今回の改定により、これまで適用が難しかった低強度コンクリートの建物(13.5≦σＢ＜18Ｎ/ｍｍ２）にも本工法

が適用可能となりました。また、本工法で補強する際の適用変形をＦ≦1.27からＦ≦2.0に拡大（Ｆは変形を表す

指標）するとともに、せん断力を伝達するスラブのせん断応力度の上限値をこれまでの1.5倍まで緩和しました。

そのほか、既存建物が軽量コンクリートの場合への適用、既存建物と外付けフレームの接合にＰＣ圧着工法を追

加、接合部設計用の割り増し係数の修正等も行い、より適用性を向上させました。

技術評価の改定とともに有効期間も更新し、平成30年４月18日まで有効となりました。

（３）ＰＣ定着体突起が無いＰＣａＰＣ架構の開発

これまでＰＣａＰＣ工法の建物外周部の柱には、ＰＣ定着体を納めるためにコンクリートの大きな突起を設ける必

要がありました。これはコストアップの一因となるだけではなく、建築デザイン上の障害にもなっていました。Ｐ

Ｃ定着体を納めるための突起を設けずにＰＣ定着体を柱内に納めると、ＰＣ鋼材を通すためのダクトが欠損とな

り、ＰＣ鋼材緊張時の局所応力や地震時のせん断力により破壊する恐れがありました。本調査研究では、ＰＣ定着

体周辺の補強方法を改良してＰＣ定着体を柱梁接合部内に納めることにより、前述の突起を解消したディテールを

考案し、ＰＣ鋼材緊張時を想定した実大部材実験並びに地震時を想定した縮小部分架構実験により構造安全性を確

認しました。今後は他社との差別化技術として有効活用して参ります。

建築建設事業に係る研究開発費は55百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．財政状態の分析

文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）財政状態と流動性の分析

当連結会計年度末の総資産は、704億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ54億28百万円の増加となりまし

た。

流動資産は548億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ55億55百万円増加しております。主な要因といたし

ましては現金預金が４億７百万円、未収入金が４億２百万円、その他のたな卸資産が２億28百万円それぞれ減少し

ましたが、受取手形・完成工事未収入金等が56億15百万円、未成工事支出金が９億48百万円それぞれ増加したこと

によるものであります。

固定資産は156億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億26百万円減少しております。主な要因といたし

ましては投資その他の資産が２億66百万円減少したことによるものであります。

負債合計は521億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億61百万円増加しております。

流動負債は455億80百万円となり、前連結会計年度末に比べ42億12百万円増加しております。主な要因といたし

ましては未成工事受入金が16億１百万円、工事損失引当金が３億72百万円それぞれ減少しましたが、短期借入金が

33億79百万円、支払手形・工事未払金等が31億35百万円それぞれ増加したことによるものであります。

固定負債は65億31百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億48百万円増加しております。主な要因といたしま

しては退職給付に係る負債が増加したことによるものであります。

純資産の部は、退職給付に係る調整累計額を計上したものの、当期純利益の計上等により183億32百万円となり

ました。

（２）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は32億58百万円（前連結会計年度は38億28百万円の獲得）となりました。これ

は主に売上債権の増加額及び未成工事受入金の減少額の合計が、たな卸資産の増加額及び仕入債務の増加額の

合計を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動の結果、使用した資金は３億10百万円（前年同期比30.8%減）となりました。これは主に連結子会社

による機械、運搬具の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動の結果、獲得した資金は31億63百万円（前連結会計年度は22億６百万円の使用）となりました。これ

は主に短期借入金の純増加によるものであります。

この結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度より４億７百万円減少し、期末残高は106億30百万円と

なりました。

（３）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

 自己資本比率（％） 22.5 26.4 26.9 27.5 26.0

 時価ベースの自己資本比率（％） 17.0 21.4 25.8 29.7 31.1

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
3.6 － 1.8 1.8 －

 インタレスト・カバレッジ・ レシオ 11.0 － 41.8 33.9 －

 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値によって算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※平成23年３月期及び平成26年３月期は営業キャッシュフローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債

比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。
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２．経営成績の分析

（１）概要

当連結会計年度における国内経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和の効果等から円安および株価

上昇となり、輸出関連企業を先駆けとして企業収益は概して回復基調となっております。また、個人消費は株価上昇

や企業の景況感好転を背景とした雇用環境の改善や賃上げムードもあって堅調なものとなり、景気の好循環に向けた

動きが見られました。

（２）売上高

売上高は、前連結会計年度に比べ129億59百万円（14.2％増）増加し、1,043億11百万円となりました。

土木建設事業は、受注は減少しておりますが、前期からの繰越工事高が多く、進捗が順調に進み、前連結会計年度

と比べ58億71百万円増加し、506億87百万円となりました。

建築建設事業も土木建設事業と同様に、受注高は減少しておりますが、前期からの繰越工事高が多く、進捗が順調

に進み、前連結会計年度と比べ63億42百万円増加し、494億60百万円となりました。

製造事業は、前連結会計年度と比べ５億70百万円増加し、17億２百万円となりました。

その他兼業事業につきましては、前連結会計年度に比べ１億74百万円増加し、24億60百万円となりました。

（３）売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、前連結会計年度に比べ114億14百万円（13.5％増）増加し、962億77百万円となりました。売上原価の

増加は、売上高の増加に伴うものであります。また、売上総利益率は、建築建設事業において資材価格の高止まりと

労務事情の悪化による建設コストの上昇があったものの、省力化・合理化による原価低減に努め、前連結会計年度の

7.1％から0.6ポイント上昇し7.7％となっております。

販売費及び一般管理費は徹底した経費節減を実行しましたが、前連結会計年度に比べ73百万円（1.2％増）増加し

て63億29百万円となりました。

（４）営業利益

営業利益は、販売費及び一般管理費は増加しましたが、売上総利益額の増加に伴い、前連結会計年度に比べ14億70

百万円増加し、17億４百万円となりました。

（５）営業外損益

営業外収益は、前連結会計年度に比べ為替差益が18百万円減少しましたが、受取特許料が10百万円、受取利息５百

万円、その他６百万円等の増加により０百万円増加の１億27百万円となりました。

営業外費用は、前連結会計年度に比べ手形売却損が21百万円、支払保証料10百万円等が減少しましたが、支払利息

が41百万円等の増加により、44百万円増加の２億51百万円となりました。

（６）特別損益

特別利益は、主に未払課徴金等精算益４億21百万円等の計上により４億36百万円となりました。

特別損失は、主に解決金２億40百万円等の計上により２億47百万円となりました。

（７）当期純損益

当期純損益は、主に売上高の増加に伴う売上総利益額の増加等により、当期純利益12億96百万円となりました。

（前連結会計年度は当期純損失２億44百万円を計上しております。）
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は６億64百万円であり、その主なものは当社のリース資産の取得１億54百万円と子

会社である株式会社ピーエスケーの機械装置等の取得３億８百万円であります。

（注）１．「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないた

め、セグメントごとに配分しておらず、主要なセグメントにて記載しております。

２【主要な設備の状況】
当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。
（1）提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運
搬具・工
具器具備
品

土地
リース資産 合計

面積(㎡) 金額

本社

（東京都中央区）

(注)２①

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
1,158 114 53,732 1,335 － 2,609 134

東京土木支店・

東京建築支店

（東京都中央区）

(注)３

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
0 4 14,035 753 245 1,003 488

大阪支店

（大阪市北区）

(注)２②

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
14 0 11,031 525 3 543 323

九州支店

（福岡市中央区）

(注)２③

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
44 2 23,621 271 376 694 20

東北支店

（仙台市青葉区）

(注)２④

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
51 1 9,321 240 － 293 31

久留米工場

（福岡県久留米

市）

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
82 5 37,517 601 － 690 9

水島工場

（岡山県倉敷市）

(注)４

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
25 7 50,634 868 － 901 －

滋賀工場

（滋賀県甲賀市）

(注)４

土木建設・建

築建設事業

建設工事

用設備
39 6 33,249 489 － 535 －

技術研究所

（神奈川県小田原

市）

土木建設・建

築建設事業

総合研究

施設
244 2 7,645 566 － 813 6

 

（2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運
搬具・工
具器具備
品

土地
リース資産 合計

面積(㎡) 金額

株式会社

ピーエス

ケー(注)５

本社

（東京都中央区）

土木建設

事業

建設工事用

設備
7 598 － － － 605 66

株式会社

ピーエス

ケー

関東工場・関東機

材センター

（千葉県富津市）

土木建設

事業

建設工事用

設備
108 65 39,665 667 － 842 17

菱建商事株

式会社

本社

（東京都北区）

その他兼

業事業

賃貸用資産

等
52 0 12,727 426 8 488 37
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（3）在外子会社

重要な設備はありません。

（注）１．帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。

２．機材センター設備を含めて表示しております。

①　本社機材センター　栃木県矢板市

②　関西機材センター　大阪府枚方市

③　九州機材センター　福岡県久留米市

④　東北機材センター　宮城県名取市

３．遊休土地を含んでおります。

４．当社の連結子会社でありますピー・エス・コンクリート株式会社に貸与しております。

５．機材センター等設備を含めて表示しております。

①　本社機材センター　栃木県矢板市

②　埼玉仮設センター　埼玉県白岡市

③　関西機材センター　大阪府枚方市

④　九州機材センター　福岡県久留米市

⑤　東北機材センター　宮城県名取市

 

３【設備の新設、除却等の計画】

経営の効率化を図るため、工事用機械及び工場用設備などの更新を推進しておりますが、その計画に重要なもの

はありません。

（1）重要な設備の新設

重要な設備の新設の計画はありません。

（2）重要な改修

重要な改修の計画はありません。

（3）重要な除却

重要な除却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

Ａ種種類株式 7,500,000

計 110,000,000

（注）平成26年６月25日開催の第66回定時株主総会において定款の一部変更を行い、発行可能株式総数に係る普通株式
102,500,000株及びＡ種種類株式7,500,000株の発行可能種類株式総数の規定を削除し、発行可能株式総数を110,000,000
株といたしました。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,486,029 47,486,029
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

 単元株式数

100株

計 47,486,029 47,486,029 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成25年３月28日

（注）１

8,859,716 48,897,145 － 4,218 － 8,110

平成25年３月29日

（注）２
△4,455,558 44,441,587 － 4,218 － 8,110

平成25年４月１日～

平成26年３月30日

（注）１

6,088,884 50,530,471 － 4,218 － 8,110

平成26年３月31日

（注）２
△3,044,442 47,486,029 － 4,218 － 8,110

（注）１．発行済株式総数の増加はＡ種種類株主による同株式の取得請求に伴う普通株式の発行によるものであります。

２．自己株式（Ａ種種類株式）の消却による減少であります。
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（６）【所有者別状況】

普通株式

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 2 24 55 244 43 3 11,259 11,630 －

所有株式数

（単元）
9,183 124,903 7,641 206,757 3,469 7 122,512 474,472 38,829

所有株式数の

割合（％）
1.94 26.32 1.61 43.58 0.73 0.00 25.82 100 －

（注）１．自己株式86,737株は「個人その他」に867単元及び「単元未満株式の状況」に37株含まれております。
２．証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に21単元、「単元未満株式の状況」の中に75株含まれて
おります。

 
 

（７）【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 15,860 33.40

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信
託　太平洋セメント口　
再信託受託者　資産管理サービス信託
銀行株式会社(注)２　

東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,491 9.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口）(注)３

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,400 7.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）(注)３

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,194 4.62

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,834 3.86

岡山県 岡山市北区内山下二丁目４番６号 839 1.77

資産管理サービス信託銀行株式会社
（年金信託口）(注)４

東京都中央区晴海一丁目８番12号 560 1.18

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 496 1.04

ピーエス三菱従業員持株会 東京都中央区晴海二丁目５番24号 401 0.85

株式会社大林組 東京都港区港南二丁目15番２号 400 0.84

計 － 30,479 64.19

（注）１．所有株式数は、千株未満を切捨て表示しております。
２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　太平洋セメント口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式
会社の所有株式は、太平洋セメント株式会社が所有していた当社株式をみずほ信託銀行株式会社に信託したも
のが、資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託されたもので、議決権は太平洋セメント株式会社に留保さ
れております。

３．当事業年度末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株
式会社の信託業務の株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

４．資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、560千株であります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

86,700

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式　100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

47,360,500

 

473,605

 

同上

単元未満株式
普通株式

38,829

 

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

１単元(100株）未満の株式

発行済株式総数 47,486,029 － －

総株主の議決権 － 473,605 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株が含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれており

ます。

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　　

株式会社ピーエス三菱

東京都中央区晴海二

丁目５番24号
86,700 - 86,700 0.18

計 － 86,700 - 86,700 0.18

 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

会社法第155条第４号に該当する種類株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 種類 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 普通株式 591 265,251

当期間における取得自己株式  普通株式 182 81,654

（注）当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

会社法第155条第４号に該当する種類株式の取得

区分 種類 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 Ａ種種類株式　（注）１ 3,044,442 －

（注）取得請求権の行使により取得した自己株式であり、対価として当社の普通株式6,088,884株を発行しております。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 種類

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総

額
（円）

株式数（株）
処分価額の総

額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己

株式
－ － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 Ａ種種類株式 3,044,442 － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － － －

その他 － － － － －

保有自己株式数
普通株式 86,737 － － －

Ａ種種類株式 － － － -－

（注）当期間における保有自己株式及び処分を行った自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日ま

での単元未満株式の買取り及び買増による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は株主に対する配当政策を最重要課題の一つとして位置づけており、健全な経営基盤を維持するため、内部留

保を確保しつつ、継続的かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。また、中間配当と期末配

当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本にしており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については

株主総会、中間配当については配当政策の機動的な遂行を対応可能とするため取締役会としております。

当期の配当金につきましては、普通株式１株当たり４円の期末配当を実施することを決定致しました。年間で普通

株式１株当たり４円の配当金となっております。

また、内部留保につきましては、ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）技術を応用した新工法・新技術の研究開

発、工場の再構築、情報関連投資等に活用して、経営基盤の強化を図るとともに、当社グループの今後の更なる事業

展開及び企業競争力の強化に努めていく所存であります。

当社は、会社法第454条第５項に規定する取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行う

ことができる旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成26年６月25日

定時株主総会決議
普通株式 189 4.0

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 498 418 600 635 558

最低（円） 226 174 209 286 326

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 540 525 497 513 487 464

最低（円） 432 475 432 454 393 422

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長

社長執行役員

全般統理・管理関

係担当兼ＣＳＲ担

当

藤井　敏道 昭和29年３月４日生

昭和52年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マ
テリアル株式会社）入社

平成15年６月　同社セメント事業カンパニー生産管理
部長

平成19年６月　同社九州工場長

平成21年６月　同社執行役員 セメント事業カンパ

ニー技術統括部長

平成22年６月　同社代表取締役 常務取締役 セメント

事業カンパニープレジデント

平成22年６月　当社取締役

平成23年６月　宇部三菱セメント株式会社社外取締役

平成26年６月　当社代表取締役社長 社長執行役員 全

般統理・管理関係担当兼ＣＳＲ担当
（現)

(注)3
普通株式

10.0

代表取締役

取締役副社長

副社長執行役員

社長補佐・土木関

係担当

杉本　武司 昭和22年10月21日生

昭和47年４月　当社入社

平成17年６月　当社執行役員 名古屋支店長

平成19年４月　当社常務執行役員 土木本部長

平成19年６月　当社取締役 常務執行役員 土木本部長

平成20年６月　当社代表取締役 常務執行役員 土木本

部長

平成22年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役

員 土木本部長

平成26年４月　当社代表取締役副社長 副社長執行役

員 社長補佐・土木関係担当（現）

(注)3
普通株式

1.3

取締役相談役  勝木　恒男 昭和18年12月23日生

昭和42年４月　三菱鉱業株式会社（現三菱マテリアル
株式会社）入社

平成10年６月　同社取締役

平成12年６月　同社執行役員セメント建材カンパニー
バイスプレジデント

平成14年６月　同社常務執行役員セメントカンパニー
プレジデント

平成15年６月　同社代表取締役 常務取締役

平成15年６月　当社取締役

平成16年６月　三菱マテリアル株式会社代表取締役副
社長

平成19年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役

員

平成20年６月　当社代表取締役社長 社長執行役員

平成26年６月　当社取締役相談役（現）

(注)3
普通株式

10.0

取締役

常務執行役員

技術本部長・安全

品質環境担当兼海

外事業担当

森　　拓也 昭和31年１月27日生

昭和54年４月　当社入社

平成15年９月　当社技術本部土木技術第一部長

平成18年４月　当社技術本部副本部長兼土木技術第一
部長

平成19年４月　当社執行役員 名古屋支店長

平成22年４月　当社執行役員 技術本部長兼工務監督

室長

平成22年６月　当社取締役 執行役員 技術本部長兼工

務監督室長・安全品質環境担当

平成24年４月　当社取締役 常務執行役員 技術本部

長・安全品質環境担当

平成24年６月　当社取締役 常務執行役員 技術本部

長・安全品質環境担当兼海外事業担当
（現）

(注)3
普通株式

1.0

取締役 常務執行役員 権藤　智丸 昭和29年10月11日生

昭和52年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マ
テリアル株式会社）入社

平成19年６月　同社経理・財務部門 財務副室長

平成20年６月　当社管理本部副本部長兼財務部長

平成21年６月　当社執行役員 管理本部副本部長

平成23年４月　当社執行役員 管理本部長

平成23年６月　当社取締役 執行役員 管理本部長・Ｃ

ＳＲ担当

平成24年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部

長・ＣＳＲ担当

平成25年６月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

兼総務人事部長・ＣＳＲ担当

平成25年11月　当社取締役 常務執行役員 管理本部

長・ＣＳＲ担当

平成26年６月　当社取締役 常務執行役員（現）

(注)3
普通株式

1.0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
執行役員

建築本部長
小長光 公和 昭和27年２月16日生

昭和49年４月　三菱建設株式会社入社

平成19年12月　当社建築本部建築統括部生産技術部長
兼建築部長代理

平成21年４月　当社建築本部建築部長

平成22年４月　当社建築本部副本部長兼建築部長

平成24年４月　当社執行役員 建築本部副本部長

平成25年４月　当社執行役員 建築本部長

平成26年６月　当社取締役 執行役員 建築本部長

（現）

(注)4 －

取締役
執行役員

建築本部副本部長
居村　　昇 昭和34年３月４日生

昭和56年４月　株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）入行

平成10年４月　同行横浜駅前支店副支店長

平成11年６月　同行大伝馬町支店副支店長

平成14年３月　同行リテール融資部次長

平成19年10月　同行リテール業務部部長

平成20年７月　同行新丸の内ローン推進部長

平成22年６月　エム・ユー不動産調査株式会社代表取
締役社長

平成24年２月　三菱ＵＦＪローンビジネス株式会社代
表取締役社長

平成26年６月　当社取締役 執行役員 建築本部副本部

長（現）

(注)4 －

取締役  鳥井　博康 昭和31年１月27日生

昭和53年４月　住友電気工業株式会社入社

平成17年４月　同社特殊線事業部営業部長

平成22年２月　同社特殊線事業部業務部長

平成22年６月　同社執行役員 特殊線事業部次長兼業

務部長

平成22年６月　住友電工スチールワイヤー株式会社代
表取締役社長（現）

平成23年６月　住友電気工業株式会社常務執行役員

産業素材事業本部副本部長兼特殊線事
業部長

平成23年６月　当社取締役（現）

平成24年６月　住友電気工業株式会社常務執行役員

特殊線事業本部長兼特殊線事業部長
（現）

(注)3 －

取締役  湊　　高樹 昭和27年９月18日生

昭和51年４月　日本セメント株式会社（現太平洋セメ
ント株式会社）入社

平成18年４月　同社中部支店長

平成22年６月　同社執行役員セメントカンパニー営業
部長

平成22年10月　同社執行役員セメント事業本部副本部
長兼営業部長

平成24年４月　同社常務執行役員

平成24年６月　同社取締役常務執行役員

平成25年４月　同社取締役常務執行役員セメント事業
本部本部長（現）

平成25年６月　当社取締役（現）

(注)3 －

取締役  小野　直樹 昭和32年１月14日生

昭和54年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マ
テリアル株式会社）入社

平成20年６月　同社セメント事業カンパニー原燃料資
源統括部資源部長兼営業統括部鉱産品
営業部長兼石炭資源開発室長

平成21年６月　同社東谷鉱山 鉱山長

平成23年６月　米国三菱セメント社取締役副会長 Ｍ

ＣＣデベロップメント社取締役副会長

平成24年６月　三菱マテリアル株式会社執行役員

平成26年４月　同社常務執行役員 セメント事業カン

パニープレジデント（現）

平成26年６月　当社取締役（現）

(注)4 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 井岡　幹雄 昭和26年３月５日生

昭和49年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マ
テリアル株式会社）入社

平成18年５月　同社電子材料事業カンパニー企画管理
部長

平成21年６月　同社執行役員 大阪支社長

平成22年６月　同社執行役員 経営倫理部門長兼ＣＳ

Ｒ室長

平成23年４月　同社執行役員 経営倫理部門長兼ＣＳ

Ｒ室長兼経営監査室長

平成23年６月　株式会社ダイヤコンサルタント 常務
取締役

平成24年６月　当社監査役（現）

(注)5
 
－

監査役

（常勤）

 

 
松尾　　潔 昭和27年４月１日生

昭和50年４月　三菱建設株式会社入社

平成20年４月　当社管理本部総務人事部長兼秘書室長

平成21年４月　当社管理本部法務・ＣＳＲ推進部長

平成22年１月　当社管理本部法務・ＣＳＲ推進部長兼
経営企画室長

平成24年４月　当社管理本部長付

平成25年６月　当社監査役（現）

(注)6
普通株式

1.0

監査役

（常勤）

 

 
朝倉　　浩 昭和35年12月24日生

昭和58年４月　三菱信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ
信託銀行株式会社）入社

平成19年６月　同社法人企画推進部副部長兼経営企画
部副部長

平成20年４月　同社ＣＰＭ企画部長

平成23年６月　同社執行役員 不動産アセットマネジ
メント部長

平成25年６月　株式会社三菱ＵＦＪトラスト投資工学
研究所代表取締役副社長

平成26年６月　当社監査役（現）

(注)7
 
-

    計  
普通株式

24.3

（注）　１　取締役　鳥井博康、湊高樹、小野直樹の３氏は、社外取締役であります。

２　監査役　井岡幹雄、朝倉浩の両氏は、社外監査役であります。

３　平成25年６月26日開催の定時株主総会終結の時から２年間

４　平成26年６月25日開催の定時株主総会終結の時から１年間

５　平成25年６月26日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６　平成26年６月25日開催の定時株主総会終結の時から４年間

７　平成26年６月25日開催の定時株主総会終結の時から２年間

８　当社は、経営・監督機能と業務執行機能の強化、経営の効率化、意思決定の迅速化等を目的として、執行

役員制度を導入しております。

 

執行役員は11名(うち取締役兼務６名)で次のとおり構成されております。

職　　名  氏　　名 担当業務

※ 社長執行役員  藤　井　敏　道 全般統理・管理関係担当兼ＣＳＲ担当

※ 副社長執行役員  杉　本　武　司 社長補佐・土木関係担当

※ 常務執行役員  森　　　拓　也 技術本部長・安全品質環境担当兼海外事業担当

※ 常務執行役員  権　藤　智　丸  

※ 執行役員  小長光　公　和 建築本部長

※ 執行役員  居　村　　　昇 建築本部副本部長

常務執行役員  塚　原　明　彦 土木本部長

常務執行役員  蔵　本　　　修 東京土木支店長

執行役員  鈴　木　義　晃 土木本部副本部長兼原子力室長

執行役員  久　保　充　彦 土木本部副本部長兼土木部部長兼土木営業部部長

執行役員  黒　柳　辰　弥 東京建築支店長

（※は取締役兼務）
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは企業の継続的な発展を図るとともに、高い企業倫理を確立し、社会的信用を獲得するため、適正な

牽制機能を通じて経営の意思決定の公正性、透明性、的確性を確保すること、併せて平成15年10月より運用を開始し

たリスクマネジメントシステムの展開及びコンプライアンスの徹底に努めることをコーポレート・ガバナンスの基本

的な方針としております。

とりわけ、ステークホルダーの信頼と期待に応えるため、平成19年４月よりＣＳＲ活動への取り組みをグループ全

体で推進するとともに内部統制システムの整備を通じて当社グループに課せられた社会的責任を果たしてまいりま

す。

①企業統治の体制

当社は監査役会設置会社です。取締役の総数は10名、そのうち社外取締役の３名からは、それぞれ経営者並びに業

務執行者としての豊富な経験と幅広い視点から助言と指導を受けております。

また、監査役の総数は３名、そのうち社外監査役は２名で、１名は金融機関出身者で財務・会計に関して相当の知見

を有しており、もう１名は内部監査業務の経験者であり、特に業務監査については相当の知見を有しております。監

査役会として、独立した立場から監督・監視を行っており、内部監査を担当している経営監査室と連携し、年度内部

監査計画を協議するとともに内部監査結果及び指摘・提言事項等につき、相互に意見交換する等、適正に業務が執行

されているかを厳正に監査出来ることから、本体制を採用しております。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ．会社の機関の基本説明

・当社は執行役員制度を平成17年６月に導入、経営の意思決定機関である取締役会の活性化及び迅速化並びに監督

と業務執行の分離による経営の効率化を図っております。

・取締役会に付議される重要案件については、月２回開催する経営会議においてオープン且つ迅速に審議しており

ます。また、社長・本部長・在京執行役員・支店長で構成する本部長・支店長会議を設置し、原則月１回、各本

部・支店より業績の評価と改善策を報告させ、具体的な施策を本社が一体となって実施するよう協議するほか、

経営に係わる戦略・基本方針・その他経営全般に関する重要事項の周知徹底を図っております。

・当社は監査役制度を採用、監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成されており、監査役は取締役会の他、重

要な会議に出席し、取締役の職務執行について監視を行っております。また、監査役監査基準に準拠し、平成19

年８月より監査役付を１名配置し、監査職務を補助する体制を整えております。

ロ．コーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制を示すと次のとおりであります。
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ハ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

内部統制システム（取締役の職務の執行が法令・定款に適合すること等、会社の業務の適正を確保するための

体制）構築の基本方針として以下の事項を定めています。

１．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）平成14年12月、ピーエス三菱発足に際し、「経営理念」を明確にするとともに、新たに「行動指針」を制定

した。

（2）取締役、執行役員及び全ての使用人は「経営理念と行動指針」を遵守、実践して企業倫理の確立に取り組

み、公正な企業活動を通じて社会に貢献するとともに創造的で清新なる企業風土を築く。

（3）「社会との調和」「法令の遵守」「企業会計の透明化」を取締役、執行役員及び全ての使用人の行動指針と

した。

（4）自己完結性の強い業務の中に相互牽制し合う内部牽制システムを構築する。

（5）コンプライアンス上疑義のある行為について、使用人が社内の通報窓口、又は社外の弁護士を通じて会社に

通報、相談できる内部通報制度を構築し、通報者の保護を図るとともに潜在する問題点を把握して自浄作用

を発揮し、法令遵守の実現を図ることとした。

（6）行動指針に則り、反社会的勢力との関係を拒絶し、反社会的勢力からの不当な要求を毅然として排除する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）情報の保存・管理

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等法定文書のほか経営会議議事録、回議書等取締役の職務の執

行、意思決定に係る情報が記載された文書を、関連資料とともに、事務用文書取扱規程、重要文書保管規

程、文書保存年限類別及び情報セキュリティ管理基本規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理す

る。

（2）情報の閲覧

取締役及び監査役は常時、前項の文書を閲覧することができるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）リスク管理の基礎として、ピーエス三菱グループＣＳＲ基本規程、ＣＳＲなんでも相談室運用規程並びに内

部者取引防止管理規則、情報セキュリティ管理基本規程を定め、これらの規程に従ったリスク管理体制を構

築するものとする。

（2）不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止

し、被害を最小限に止める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）執行役員制度の導入

平成17年６月、執行役員制度を導入し、取締役は経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化など経営機能に

専念し、取締役会は業務執行権限を執行役員に委嘱して執行責任を明確にし、コーポレートガバナンスの一

層の充実を図ることとする。

（2）経営会議

当社は、職務執行の決定が適切かつ機動的に行われるため常勤の取締役で構成する経営会議を設置し、原則

月２回、全社及び当社グループ全体の経営に係わる戦略、基本方針その他経営全般に関する重要事項を審議

する。さらに、代表取締役あるいは、取締役会の意思決定を適法・適正かつ効率的に行うために、取締役会

付議事項について事前に慎重な審議を行い、代表取締役及び取締役会の意思決定に資するものとする。

（3）本部長・支店長会議

社長・本部長・在京執行役員・支店長で構成する本部長・支店長会議を設置し、原則月１回、各本部・支店

より業績の評価と改善策を報告させ、具体的な施策を本社が一体となって実施するよう協議する他、経営に

係わる戦略、基本方針その他経営全般に関する重要事項の周知徹底を図る。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（1）当社の経営理念と行動指針に基づき、当社子会社と一体となった法令遵守の推進を行なうものとし、各子会

社において、当社に準拠したＣＳＲ推進体制を整備する。また、子会社におけるコンプライアンスの周知・

徹底及び推進のための啓発活動を支援する。

（2）関係会社取扱規程を定め、同規程に基づく当社への決裁・報告制度により、子会社の経営管理を行なうもの

とする。

また、当社より取締役又は監査役を派遣するとともに子会社連絡会を設置し、各子会社における内部統制の

実効性を高める施策を実施する。

（3）経営監査室が企業集団に対する内部監査を実施し、その結果を当社の社長並びに監査役に報告するとともに

必要があれば子会社の代表取締役に通知する。

（4）財務報告に係る内部統制に関し、評価する仕組を確立して、当社グループの財務報告の適正性を確保するた

めの体制を構築する。
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６．監査役の職務の執行のための必要な体制

（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

取締役は、監査基準に規定する「監査職務を補助する体制」について監査役との間で協議の機会を持ち、そ

の使用人の配置に努めなければならない。

（2）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

取締役は、予め監査役の補助使用人の人事異動に係わる同意を求めるとともに当該使用人の人事査定に係わ

る協議事項等、監査役会の決議を尊重する。

（3）取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役は、法律に定める事項のほか、取締役、執行役員又は使用人から監査役に対する報告事項について予

め監査役と協議して定める。

（4）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役会と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監

査上の重要課題等について意見を交換する等、監査役との相互認識を深めるよう努める。

ニ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、行動指針に反社会的勢力に対し、毅然とし

た態度で臨むことを明記しております。整備状況は以下の通りとなっております。

・対応統括部署及び不当要求防止責任者設置状況については本社総務人事部を全社的な統括部署とし、不当要求に

ついては各支店の管理部が対応しております。

・外部の専門機関との連携状況については必要に応じ、所轄警察署、暴力追放運動推進センター、弁護士等と連携

を図り対応しております。

・反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況については所轄警察署等からの反社会的勢力に関する情報を収集

し、本社総務人事部にて全社的な情報を集約しております。

・対応マニュアルの整備状況については平成16年11月に「特殊暴力防止対応マニュアル」を策定しており、当社イ

ントラネットに掲示し、全役職員に周知を図っております。

・各支店管理部を中心に反社会的勢力への対応に関する教材等を用いて講習会や研修を実施しております。

・協力会社工事請負契約約款に「反社会的勢力の排除」条項を記載しております。

ホ．内部監査及び監査役監査の状況

・内部監査部署である経営監査室は専任者２名の他に兼務者２名で構成され、業務執行部門から独立した社長直属

の部署としており、内部統制、特に金融商品取引法における財務報告の信頼性の確保のため、グループ業務全般

に関し、適正に業務が執行されているかを厳正に監査しております。

・経営監査室と監査役及び会計監査人の相互間では意見交換を行うなど、連携を図り監査の実効性を高めておりま

す。経営監査室と監査役では年度内部監査計画を協議するとともに内部監査の進捗状況、内部監査結果及び指

摘・提言事項等について定期的に意見交換を実施しており、監査役と会計監査人におきましては年度監査計画や

四半期毎に監査結果の情報交換等について充分な打合せを実施しております。また、経営監査室と会計監査人で

は、内部監査計画や監査結果等についての情報交換や報告を定期的に行うなど、綿密な連携を保っております。

ヘ．会計監査の状況

・監査法人及び当社監査に従事する監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、監査

法人は業務執行社員について当社の会計監査に一定の期間を超えて関与することのないように措置をとっており

ます。当事業年度における当社の会計監査人の名称、業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補

助者の構成については次のとおりです。

・会計監査人の名称：有限責任 あずさ監査法人

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員、業務執行社員：上坂善章、鹿島高弘

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　15名、その他　11名

ト．社外取締役及び社外監査役

１．社外取締役及び社外監査役の員数並びに選任状況に関する考え方

社外取締役は取締役10名のうち３名、社外監査役は監査役３名のうち２名であり、役員全体に占める社外取締

役、社外監査役の占める割合も高く、当社経営に対する監督並びに監査機能は十分果たされていると考えており

ます。

２．社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針及び

企業統治において果たす機能と役割

当社は社外取締役、社外監査役を選任するにあたり、独立性に関する基準は定めておりませんが、株式会社東

京証券取引所が定める独立性の判断基準を参考としております。また、社外役員には独立性だけではなく、当社

の業容を良く理解し、各人の見識や人格等を考慮、さらに他業種での業務経験が豊富であることを重要視してお

ります。選任した社外役員には、業務執行を行う当社経営陣から独立した客観的な立場から、業務全般に係わる

適切な助言、及び監督並びに監査機能を発揮するよう求めております。
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３．選任状況並びに会社との人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係

社外取締役鳥井博康氏は、当社の株主である住友電気工業株式会社（保有比率3.86％）の常務執行役員であ

り、また住友電工スチールワイヤー株式会社の代表取締役社長をそれぞれ兼職しており、企業経営の豊富な経験

と幅広い見識は、当社の経営に十分資するとの判断から、社外取締役に選任しております。当社は住友電工ス

チールワイヤー株式会社から建設資材を購入する等の取引関係がありますが、当社と同社間の取引高が両社の売

上高に占める割合はどちらも僅少であり、主要な取引先に該当するものではありません。従いまして、鳥井博康

氏の社外取締役としての独立性は確保されており、一般株主との利益相反が生じるおそれのないことから、同氏

を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として指定しております。

社外取締役湊高樹氏は、当社の株主である太平洋セメント株式会社（保有比率9.45％）の取締役常務執行役員

であり、上場会社の取締役としての豊富な経験と幅広い見識は、当社の経営に十分資するとの判断から、社外取

締役に選任しております。当社は同社グループ会社から建設資材を購入する等の取引関係がありますが、当社と

同社グループ会社間の取引高が両社の売上高に占める割合はどちらも僅少であり、主要な取引先に該当するもの

ではありません。

社外取締役小野直樹氏は筆頭株主でかつ主要株主でもある三菱マテリアル株式会社（保有比率33.40％）の常

務執行役員であり、同社での豊富な経験と幅広い見識は、当社の経営に十分資するとの判断から、社外取締役に

選任しております。当社は同社から工事の受注並びに建設資材を購入する等の取引関係がありますが、当社と同

社間の取引高が両社の売上高に占める割合はどちらも僅少であり、主要な取引先に該当するものではありませ

ん。

社外監査役井岡幹雄氏は、三菱マテリアル株式会社の執行役員経営倫理部門長兼ＣＳＲ室長兼経営監査室長を

務めたのち、株式会社ダイヤコンサルタント常務取締役を務めた経験を有しており、同氏の経営監査に関する幅

広い視点・経験をもって当社の監査にあたってもらうべく、社外監査役に選任しております。当社と両社間に

は、両社からの工事の受注並びに建設資材の購入等の取引がありますが、当社と両社間の取引高が売上高に占め

る割合はそれぞれ僅少であり、主要な取引先に該当するものではありません。

社外監査役朝倉浩氏は、当社の株主である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（保有比率0.13％）の執行役員を務め

たのち、株式会社三菱ＵＦＪトラスト投資工学研究所代表取締役副社長を務めた経験を有しており、同氏の金融

機関における長年の経験と豊富な知識をもって当社の監査にあたってもらうべく、社外監査役に選任しておりま

す。当社は三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から資金の借入れを行うとともに、同行に株式事務代行業務を委託して

おりますが、同社は当社の複数ある取引金融機関の１つであり、株式事務代行手数料等も僅少であるため、主要

な取引先に該当するものではなく、また株式会社三菱ＵＦＪトラスト投資工学研究所については、当社との間に

特別の利害関係はありません。従いまして、朝倉浩氏の社外監査役としての独立性は確保されており、一般株主

との利益相反が生じるおそれのないことから、同氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として指定して

おります。なお、当社と各社外役員個人との間には特別の利害関係はありません。

４．社外取締役による監督、社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係

社外取締役につきましては、取締役会において、内部監査、監査役監査及び会計監査等その他内部統制及びコ

ンプライアンス等に係る重要事項の報告を受けることにより情報を共有する他、幅広い視点・経験をもとに業務

執行について様々な角度から監督を行い、適宜情報交換を行う等、必要に応じて意見を表明しております。社外

監査役につきましては、内部監査部署である経営監査室と年度内部監査計画を協議するとともに内部監査の進捗

状況、内部監査結果及び指摘・提言事項等について定期的に意見交換を実施しており、会計監査人とも年度監査

計画や四半期毎に監査結果の情報交換等について充分な打合せを実施しております。

③リスク管理体制の整備の状況

当社グループのＣＳＲ体制において「コンプライアンスの徹底」、「リスクマネジメントの推進」、「ステークホ

ルダーコミュニケーションの推進」、「地域社会への貢献」を活動の基本方針に定め、社会との繋がりを考えた事業

活動を行っております。特に不正・違法行為は会社存続を揺るがす大きなリスクであることから「コンプライアンス

の徹底」をＣＳＲの基盤・根幹と位置付け、コンプライアンス研修などのグループ各社も含めた全役職員の遵法意識

の高揚に向けた活動を展開するとともに、未然防止という観点からリスクマネジメント機能の強化を図っておりま

す。

平成17年４月施行の個人情報保護法に対応したプライバシー・ポリシーの制定、また平成18年４月施行の公益通報

者保護法については、ヘルプライン、コンプライアンス・ホットラインとして平成15年10月に設置したリスクマネジ

メント相談室を平成19年４月より「ＣＳＲなんでも相談室」に名称変更を実施、これを機会に、平成16年11月に弁護

士を社外窓口とするとともに、内部統制管理体制の強化を図っております。

グループ全体につきましても、関係会社連絡会を開催するなど、意思決定並びに監督・監査につき同様の姿勢を堅

持しており、経営企画部を事務局として、各社の事業計画の審査・調整を推進しております。
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④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種別の総額（百万円）
対象となる役員の
員数（人）

基本報酬 退職慰労金引当

取締役

（社外取締役を除く）
145 114 30 6

監査役

（社外監査役を除く）
13 11 2 2

社外役員 43 35 8 6

（注）１．上記には、平成25年６月26日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名および監

査役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成14年６月27日開催の第54回定時株主総会において月額3,500万円以内（但し、

使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成８年６月27日開催の第48回定時株主総会において月額390万円以内と決議いた

だいております。

４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額41百万円（取締役10名に対し31百万円（うち社外取締役４

名に対し１百万円）、監査役４名に対し９百万円（うち社外監査役２名に対し７百万円））。

５．上記のほか、平成25年６月26日開催の第65回定時株主総会決議に基づき、退任取締役および退任監査役に対

し退職慰労金を下記のとおり支給しております。

退任取締役　１名に対し　 　 　１百万円

退任監査役　１名に対し　　　　７百万円

上記のうち社外役員１名に対し　１百万円

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

⑤役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、株主総会において承認された報酬限度額の範囲

内で、役位別に定められた基準額を基に、役員各人別の報酬額を取締役社長が（監査役報酬は監査役同士の協議で）

決定しております。

⑥取締役の選任の決議要件

当社の取締役は15名以内とし、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は、

累積投票によらない旨を定款で定めております。

⑦株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

当社は取締役会の決議によって、毎年９月30日現在の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者に対し、中間配当金を配当することができることとなっております。これは、株主への機動的な利益還元を可

能にするためであります。また、自己株式の取得について必要な場合機動的な対応ができるように会社法第165条第

２項の規定により取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めておりま

す。

⑧株主総会決議の方法

株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することができる株主

の議決権の過半数を持って行っております。また、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うことと

しております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。

⑨社外取締役及び社外監査役との間の責任限定契約

当社と各社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づく同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める

最低責任限度額としております。
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⑩株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

43銘柄　　　809百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

東京応化工業株式会社 100,698 200 営業取引関係維持のため

株式会社三菱総合研究所 64,900 131 事業活動に有益な情報収集のため

 

当事業年度

特定投資株式

銘　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

東京応化工業株式会社 100,698 229 営業取引関係維持のため

株式会社三菱総合研究所 64,900 135 事業活動に有益な情報収集のため

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当

事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

　区　分

　前事業年度

（百万円）
当事業年度（百万円）

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額

受取配当金

の合計額

売却損益

の合計額

評価損益

の合計額

上場株式 386 488 6 － 221

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 60 10 60 －

連結子会社 － － － －

計 60 10 60 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払ってる非監査業務の内容としましては「個別決算及び連結決算業
務における人的作業の自動化等による決算業務効率化の助言業務に関するアドバイザリー業務」「経営管理の
ために利用する情報の高度化のための助言業務に関するアドバイザリー業務」等であります。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

特に該当ありませんが、当社の規模、特性、監査時間数等を考慮の上、決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。

なお、当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣

府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成しております。

なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について有限

責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、また、同機構の行う研修等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 11,037 10,630

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 31,702 37,317

未成工事支出金 ※５ 2,893 ※５ 3,841

その他のたな卸資産 ※７ 1,503 ※７ 1,274

繰延税金資産 25 35

未収入金 1,806 1,404

その他 422 451

貸倒引当金 △132 △141

流動資産合計 49,258 54,813

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 7,010 7,074

機械、運搬具及び工具器具備品 10,350 10,338

土地 ※４ 9,051 ※４ 9,052

リース資産 388 484

建設仮勘定 23 14

減価償却累計額 △14,565 △14,565

有形固定資産合計 12,259 12,400

無形固定資産 36 36

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※６ 1,589 ※１,※６ 1,724

破産更生債権等 2,033 1,672

繰延税金資産 107 94

退職給付に係る資産 － 287

その他 ※１ 1,764 ※１ 1,087

貸倒引当金 △2,034 △1,673

投資その他の資産合計 3,460 3,194

固定資産合計 15,757 15,630

資産合計 65,015 70,444
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 25,902 29,038

短期借入金 7,050 10,429

未払法人税等 390 392

未成工事受入金 4,088 2,486

賞与引当金 91 82

完成工事補償引当金 190 249

工事損失引当金 ※５ 896 ※５ 524

その他 2,758 2,376

流動負債合計 41,367 45,580

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 1,523 ※４ 1,521

退職給付引当金 3,657 －

役員退職慰労引当金 251 279

退職給付に係る負債 － 4,168

資産除去債務 86 86

その他 264 475

固定負債合計 5,782 6,531

負債合計 47,150 52,112

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 4,087 5,268

自己株式 △38 △38

株主資本合計 16,378 17,559

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 175 288

土地再評価差額金 ※４ 1,560 ※４ 1,558

為替換算調整勘定 △250 △231

退職給付に係る調整累計額 － △842

その他の包括利益累計額合計 1,486 772

少数株主持分 0 0

純資産合計 17,865 18,332

負債純資産合計 65,015 70,444
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高   

完成工事高 91,351 104,311

売上高合計 91,351 104,311

売上原価   

完成工事原価 ※１ 84,862 ※１ 96,277

売上原価合計 84,862 96,277

売上総利益   

完成工事総利益 6,489 8,033

売上総利益合計 6,489 8,033

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 6,255 ※２,※３ 6,329

営業利益 233 1,704

営業外収益   

受取利息 4 9

受取配当金 15 16

為替差益 43 24

受取ロイヤリティー 7 17

スクラップ売却益 17 15

貸倒引当金戻入額 3 2

その他 34 40

営業外収益合計 126 127

営業外費用   

支払利息 115 156

持分法による投資損失 20 34

支払保証料 42 31

手形売却損 26 4

その他 3 24

営業外費用合計 207 251

経常利益 152 1,579
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 73 ※４ 14

投資有価証券売却益 8 －

未払課徴金等精算益 － ※７ 421

その他 1 －

特別利益合計 83 436

特別損失   

固定資産売却損 ※５ 0 ※５ 2

固定資産除却損 ※６ 7 ※６ 4

ゴルフ会員権評価損 55 0

投資有価証券売却損 29 －

解決金 － ※８ 240

その他 3 0

特別損失合計 96 247

税金等調整前当期純利益 139 1,768

法人税、住民税及び事業税 367 489

法人税等調整額 16 △18

法人税等合計 383 471

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△244 1,296

少数株主利益 0 0

当期純利益又は当期純損失（△） △244 1,296
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△244 1,296

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 86 112

為替換算調整勘定 △20 △3

持分法適用会社に対する持分相当額 △14 22

その他の包括利益合計 ※１ 51 ※１ 131

包括利益 △192 1,428

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △192 1,428

少数株主に係る包括利益 △0 0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,218 8,110 4,435 △60 16,704

当期変動額      

剰余金の配当   △81  △81

当期純損失（△）   △244  △244

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △0  0 0

自己株式の消却  △22  22 －

その他資本剰余金の負の残
高の振替

 22 △22  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － － △348 22 △325

当期末残高 4,218 8,110 4,087 △38 16,378

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 89 1,560 △215 － 1,434 0 18,139

当期変動額        

剰余金の配当       △81

当期純損失（△）       △244

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       0

自己株式の消却       －

その他資本剰余金の負の残
高の振替

      －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

86 － △34 － 51 0 51

当期変動額合計 86 － △34 － 51 0 △274

当期末残高 175 1,560 △250 － 1,486 0 17,865
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,218 8,110 4,087 △38 16,378

当期変動額      

剰余金の配当   △118  △118

当期純利益   1,296  1,296

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △0  0 0

土地再評価差額金の取崩   2  2

その他資本剰余金の負の残
高の振替

 0 △0  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － － 1,180 △0 1,180

当期末残高 4,218 8,110 5,268 △38 17,559

 

        

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 175 1,560 △250 － 1,486 0 17,865

当期変動額        

剰余金の配当       △118

当期純利益       1,296

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       0

土地再評価差額金の取崩       2

その他資本剰余金の負の残
高の振替

      －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

112 △2 18 △842 △713 0 △713

当期変動額合計 112 △2 18 △842 △713 0 466

当期末残高 288 1,558 △231 △842 772 0 18,332
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 139 1,768

減価償却費 477 538

持分法による投資損益（△は益） 20 34

ゴルフ会員権評価損 55 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 161 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 216

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 27

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 6 59

工事損失引当金の増減額（△は減少） 429 △372

賞与引当金の増減額（△は減少） △48 △8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △121 △351

受取利息及び受取配当金 △20 △26

支払利息 115 156

為替差損益（△は益） 6 1

固定資産除売却損益（△は益） △44 △7

未払課徴金等精算益 － △421

解決金 － 240

売上債権の増減額（△は増加） 4,702 △5,618

たな卸資産の増減額（△は増加） △300 △721

仕入債務の増減額（△は減少） △2,030 3,137

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,007 △1,601

未収入金の増減額（△は増加） △160 402

その他 △311 611

小計 4,095 △1,936

利息及び配当金の受取額 20 26

利息の支払額 △112 △164

課徴金等の支払額 － △464

解決金の支払額 － △240

法人税等の支払額 △173 △479

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,828 △3,258

 

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

有価証券報告書

42/92



 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △379 △399

有形固定資産の売却による収入 321 12

投資有価証券の売却による収入 12 －

関係会社株式の取得による支出 △403 －

関係会社株式の売却による収入 1 －

ゴルフ会員権の償還による収入 25 －

貸付けによる支出 △30 △1

貸付金の回収による収入 17 52

その他 △11 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △448 △310

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,085 3,378

リース債務の返済による支出 △40 △75

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △81 △118

その他 － △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,206 3,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,187 △407

現金及び現金同等物の期首残高 9,849 11,037

現金及び現金同等物の期末残高 11,037 10,630
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 7社

主要な連結子会社名

株式会社ニューテック康和

株式会社ピーエスケー

ピー・エス・コンクリート株式会社

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用関連会社数　2社

VINA-PSMC Precast Concrete Company Limited

PT.Wijaya Karya Komponen Beton

(2）持分法適用会社のうち、決算日の異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちPT．Komponindo Betonjayaの決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

未成工事支出金・その他のたな卸資産　(商品及び製品・仕掛品・兼業事業支出金)

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他のたな卸資産（原材料及び貯蔵品）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用

しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　　10年～50年

機械、運搬具及び工具器具備品　　２年～12年

②無形固定資産

当社及び国内連結子会社は定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

③完成工事補償引当金

当社及び国内連結子会社は完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に

将来の見積補修費を加味して計上しております。

④工事損失引当金

当社及び国内連結子会社は、手持工事等のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備

えるため、その損失見込額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

当社及び一部連結子会社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規による期末要支給

額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

なお、国内連結子会社は自己都合期末要支給額を退職給付債務として計上しております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高については、前連結会計年度は46,138百万円、当連結会計年度

は54,520百万円であります。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度末より「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年

５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負

債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し

ております。

なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過している場合には、退職給付に係る資産に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。

この結果、前連結会計年度末において、前払年金費用を599百万円、退職給付引当金を3,657百万円計上しており

ましたが、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が287百万円、退職給付に係る負債を4,168百万円計上

するとともに、その他の包括利益累計額が842百万円減少しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（未適用の会計基準等）

・「退職給付会計基準」（第35項本文に掲げられた定めに限る。）及び「退職給付適用指針」（第67項本文
に掲げられた定めに限る。）

 
１．概要
本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未
認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正され
たものです。

２．適用予定日
退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用します。
なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の財務諸表に対しては
遡及適用しません。

３．当該会計基準等の適用による影響
退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価
中です。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取ロイヤリティー」は営業外

収益の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた41百万

円は「受取ロイヤリティー」７百万円、「その他」34百万円として組み替えております。

（連結貸借対照表関係）

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券（株式） 384百万円 383百万円

その他 43 32

 

２　保証債務

(1）次の関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

三菱マテリアル株式会社

（割賦未払金）

815百万円 三菱マテリアル株式会社

（割賦未払金）

784百万円

 

(2）次の取引先の手付金に対する保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

株式会社グランイーグル 10百万円 株式会社グランイーグル 52百万円

  株式会社ゴールドクレスト 23

計 10 計 76
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※３　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結

会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

受取手形 113百万円 －百万円

 

※４　当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づく算出方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△2,111百万円 △2,197百万円

 なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は39百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△504百万円であ

ります。

なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は39百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△507百万円であ

ります。

 

※５　損失が見込まれる工事契約に係る以下のたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

未成工事支出金 211百万円 259百万円

 

※６　東京法務局に下記の資産を差入保証金代用として差し入れております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券 41百万円 41百万円

 

※７　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

商品及び製品 31百万円 20百万円

仕掛品 1,164 1,003

原材料及び貯蔵品 269 234

兼業事業支出金 37 16

計 1,503 1,274
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（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

664百万円 370百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

従業員給料手当 2,415百万円 2,505百万円

賞与引当金繰入額 26 20

退職給付費用 301 251

役員退職慰労引当金繰入額 81 83

貸倒引当金繰入額 △53 △34

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

481百万円 495百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物・構築物 62百万円  －百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 10  14

計 73  14

 

※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

機械、運搬具及び工具器具備品 0百万円  2百万円

 

※６　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物・構築物 5百万円  －百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 2  4

計 7  4

 

※７　未払課徴金等精算益

プレストレスト・コンクリートによる橋梁の新設工事の入札に関し、公正取引委員会から受けた独占禁止法の定

めに基づく排除措置命令に伴い過年度に課徴金等の見込額を未払計上しておりましたが、当連結会計年度に納付が

完了したため、差額を未払課徴金等精算益として計上しております。

 

※８　解決金

連結子会社が過年度に施工した工事の負担金であります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 124百万円 136百万円

税効果調整前 124 136

税効果額 △38 △23

その他有価証券評価差額金 86 112

土地再評価差額金：   

税効果額 － －

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △20 △3

組替調整額 － －

税効果調整前 △20 △3

為替換算調整勘定 △20 △3

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 △14 22

持分法適用会社に対する持分相当

額

△14 22

その他の包括利益合計 51 131

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 32,537,429 8,859,716 － 41,397,145

第一種後配株式　(注)２ 7,500,000 － 7,500,000 －

Ａ種種類株式　(注)２、３ － 7,500,000 4,455,558 3,044,442

合計 40,037,429 16,359,716 11,955,558 44,441,587

自己株式     

普通株式　（注）４、５ 137,085 611 51,460 86,236

Ａ種種類株式　（注）６、７ － 4,455,558 4,455,558 －

合計 137,085 4,456,169 4,507,018 86,236

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加8,859,716株は、Ａ種種類株式の取得請求に伴うものであります。

２．第一種後配株式はＡ種種類株式へと変更しました。

３．Ａ種種類株式の発行済株式数の減少4,455,558株は、消却によるものであります。

４．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

５．普通株式の自己株式の減少は、Ａ種種類株式の取得請求に伴う普通株式の交付による減少51,400株、単元未満

株式の買増による減少60株であります。

６．Ａ種種類株式の自己株式の増加4,455,558株は、取得請求によるものであります。

７．Ａ種種類株式の自己株式の減少4,455,558株は、消却によるものであります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 81 2.5 平成24年３月31日 平成24年６月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 103 利益剰余金 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年６月26日

定時株主総会
Ａ種種類株式 15 利益剰余金 5.0 平成25年３月31日 平成25年６月27日

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 41,397,145 6,088,884 － 47,486,029

Ａ種種類株式　(注)２ 3,044,442 － 3,044,442 －

合計 44,441,587 6,088,884 3,044,442 47,486,029

自己株式     

普通株式　（注）３、４ 86,236 591 90 86,737

Ａ種種類株式　（注）５、６ － 3,044,442 3,044,442 －

合計 86,236 3,045,033 3,044,532 86,737

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加6,088,884株は、Ａ種種類株主による同株式の取得請求に伴うものでありま

す。

２．Ａ種種類株式の発行済株式数の減少3,044,442株は、消却によるものであります。

３．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加591株であります。

４．普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の買増による減少90株であります。

５．Ａ種種類株式の自己株式の増加3,044,442株は、Ａ種種類株主による同株式の取得請求によるものでありま

す。

６．Ａ種種類株式の自己株式の減少3,044,442株は、消却によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 103 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年６月26日

定時株主総会
Ａ種種類株式 15 5.0 平成25年３月31日 平成25年６月27日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 189 利益剰余金 4.0 平成26年３月31日 平成26年６月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 11,037百万円 10,630百万円

現金及び現金同等物 11,037 10,630 

 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

建設事業における生産設備（機械、運搬具及び工具器具備品）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産

の減価償却方法」に記載のとおりであります。

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

１年内 27 23

１年超 44 21

合計 72 44
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、短期的な運転資金については主に銀行借

入により調達しております。なお、デリバティブ取引は行っておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等・未収入金は、そのほとんどが１年以内の回収期日であり、顧

客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動

リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の債券であり、市場価格の変動のリス

クに晒されております。

営業債務である支払手形及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されております。

短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、変動金利のため金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、短期決済であるため、金利変動リスクは限定的であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権等について、各事業部門における営業部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

満期保有目的の債券は、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に債権債務を可能な限り精算するこ

ととし、また、当社は、海外での事業においても、円建てにて取引を行うように努め、為替の変動リスクの抑制

を図っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的

の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、同様の管理を行っております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金預金 11,037 11,037 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 31,702 31,702 －

(3)未収入金 1,806 1,806 －

(4)投資有価証券    

①満期保有目的の債券 41 44 3

②その他有価証券 717 717 －

(5)破産更生債権等 2,033   

　貸倒引当金 △2,033   

 － － －

資産計 45,305 45,308 3

(1)支払手形・工事未払金等 25,902 25,902 －
(2)短期借入金 7,050 7,050 －

負債計 32,953 32,953 －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金預金 10,630 10,630 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 37,317 37,317 －

(3)未収入金 1,404 1,404 －

(4)投資有価証券    

①満期保有目的の債券 41 44 2

②その他有価証券 853 853 －

(5)破産更生債権等 1,672   

　貸倒引当金 △1,672   

 － － －

資産計 50,247 50,249 2

(1)支払手形・工事未払金等 29,038 29,038 －
(2)短期借入金 10,429 10,429 －

負債計 39,468 39,468 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

 

資　産

(1)現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等、(3)未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会公表の公社債店頭売

買参考統計値によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項（有

価証券関係）をご参照下さい。

(5)破産更生債権等

これらについては、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日におけ

る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としてお

ります。

負　債

(1)支払手形・工事未払金等、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）
非上場株式 446 445

関係会社株式 384 383

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投

資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金預金     
預金 10,988 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 31,586 116 － －

未収入金 1,806 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     
国債 － － 45 －

合計 44,381 116 45 －

破産更生債権等で償還予定額が見込めない2,033百万円は含めておりません。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金預金     
預金 10,624 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 37,152 164 － －

未収入金 1,404 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     
国債 － － 45 －

合計 49,181 164 45 －

破産更生債権等で償還予定額が見込めない1,672百万円は含めておりません。

４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,050 － － － － －

リース債務 62 52 51 52 20 67

合計 7,113 52 51 52 20 67

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 10,429 － － － － －

リース債務 69 69 87 59 42 57

合計 10,499 69 87 59 42 57
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成25年３月31日）

１．満期保有目的の債券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの
   

国債 41 44 3

合計 41 44 3

 

２．その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 717 474 242

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 0 0 △0

合計 717 475 242

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　446百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 12 8 －

 

４．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券の株式の減損処理を行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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当連結会計年度（平成26年３月31日）

１．満期保有目的の債券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計上

額を超えるもの
   

国債 41 44 2

合計 41 44 2

 

２．その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 853 474 379

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 0 0 △0

合計 853 475 378

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　445百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

４．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券の株式０百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成25年３月31日）及び当連結会計年度（平成26年３月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付企業年金制度を採用しております。国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。

なお、当社においては退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務（百万円） △9,573

(2) 年金資産（百万円） 5,310

(3) 未積立退職給付債務（1）＋（2）（百万円） △4,262

(4) 未認識数理計算上の差異（百万円） 1,203

(5) 未認識過去勤務債務(債務の増額）（百万円） 1

(6) 連結貸借対照表計上額純額（3）＋（4）＋（5）（百万円） △3,057

(7) 前払年金費用（百万円） 599

(8) 退職給付引当金（6）－（7）（百万円） △3,657

（注）国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用（百万円） 557

(2) 利息費用（百万円） 174

(3) 期待運用収益（百万円） △108

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 337

(5) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 0

(6) その他（割増退職金等）（百万円） 1

(7) 退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（6）（百万円） 962

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2) 割引率

1.8％

(3) 期待運用収益率

年金資産　　　3.0％

退職給付信託　0.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数

13年

(5) 数理計算上の差異の処理年数

12年
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付企業年金制度及び非積立型の退職一時金制度を採用し

ております。

国内連結子会社は、非積立型の退職一時金制度を採用しております。

当社の確定給付企業年金制度では、従業員の各資格職級と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金

を支払う場合があります。

当社の確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 9,573百万円

勤務費用 533 

利息費用 168 

数理計算上の差異の発生額 31 

退職給付の支払額 △498 

その他 △0 

退職給付債務の期末残高 9,806 

（注）国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 5,310百万円

期待運用収益 127 

数理計算上の差異の発生額 164 

事業主からの拠出額 643 

退職給付の支払額 △319 

年金資産の期末残高 5,925 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

積立型制度の退職給付債務 5,638百万円

年金資産 △5,925 

 △287 

非積立型制度の退職給付債務 4,168 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,881 

   

退職給付に係る負債 4,168 

退職給付に係る資産 △287 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,881 

（注）国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 533百万円

利息費用 168 

期待運用収益 △127 

数理計算上の差異の費用処理額 229 

過去勤務費用の費用処理額 0 

その他 0 

確定給付制度に係る退職給付費用 804 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。
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(5）退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額で計上した項目(税効果控除前）の内訳は次のとおりであります（△は借方）。

未認識過去勤務費用 △1百万円

未認識数理計算上の差異 △841 

合　計 △842 

 

(6）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 25％  

株式 34  

現金及び預金 10  

生命保険一般勘定 22  

その他 9  

合　計 100  

（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が19％含まれております。

 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

①割引率　1.8％

②長期期待運用収益率

・年金資産(退職給付信託を除く）　3.0％

・退職給付信託　　　　　　　　　 0.0％

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 4,539百万円 4,678百万円

退職給付引当金 1,348  －

退職給付に係る負債 －  1,446

減損損失 867  833

関係会社への投資に係る一時差異 704  704

貸倒引当金繰入限度超過額 678  564

貸倒損失 243  243

内部取引未実現利益消去 175  191

工事損失引当金 340  187

ゴルフ会員権評価損 175  176

投資有価証券評価損 99  99

減価償却超過額 86  64

その他 966  702

繰延税金資産小計 10,227  9,890

評価性引当額 △9,970  △9,613

繰延税金資産合計 256  277

繰延税金負債    

買換資産圧縮積立金 55  55

その他有価証券評価差額金 66  90

その他 0  0

繰延税金負債合計 123  146

繰延税金資産（負債）の純額 132  130
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（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 25百万円 35百万円

固定資産－繰延税金資産 107  94

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債の内訳は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

土地の再評価に係る繰延税金資産 424百万円 424百万円

評価性引当額 △424  △424

繰延税金資産の合計 －  －

土地の再評価に係る繰延税金負債 1,523  1,521

繰延税金負債の純額 1,523  1,521

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 64.6  5.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.9  △0.5

住民税均等割 80.0  6.7

持分法による投資損益 6.6  0.4

関連会社株式売却損益の連結修正 7.0  －

評価性引当額の増減 87.0  △22.2

その他 △0.8  △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 275.5  26.7

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

工場及び機材センター建屋の解体工事で発生が予想されるアスベスト処理費用であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年数と見積り、割引率は国債利回りを使

用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

期首残高 86百万円 86百万円

時の経過による調整額 0 0

期末残高 86 86

 

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の不動産を有しております。前連結会計

年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は119百万円（賃貸収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用

は売上原価及び営業外費用に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は48

百万円（賃貸収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 2,430 2,155

 期中増減額 △275 △14

 期末残高 2,155 2,141

期末時価 2,469 2,333

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は賃貸不動産の売却（260百万円）であります。当連結会

計年度の主な減少額は賃貸等不動産の減価償却費（14百万円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役
会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、建設事業を中心に事業活動を展開しており、本社に土木・建築別の事業本部、製造事業やその他

事業を管理する部署を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「土木建設事業」、「建築建設事業」、

「製造事業」及び「その他兼業事業」の４つを報告セグメントとしております。

「土木建設事業」は、土木工事の施工請負等、「建築建設事業」は、建築工事の施工請負等、「製造事業」は、コ
ンクリート製品の製造販売等、「その他兼業事業」は、不動産事業及び損害保険代理業等を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ
る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
なお、セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないた
め、記載しておりません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 44,816 43,118 1,131 2,285 91,351 － 91,351

セグメント間の内部

売上高又は振替高
162 0 3,891 2,132 6,186 △6,186 －

計 44,978 43,118 5,023 4,417 97,538 △6,186 91,351

セグメント利益

（売上総利益）
4,386 1,436 232 409 6,464 24 6,489

その他の項目        

減価償却費 310 18 26 29 385 34 419

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。
２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。
 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 50,687 49,460 1,702 2,460 104,311 － 104,311

セグメント間の内部

売上高又は振替高
238 137 5,944 3,706 10,028 △10,028 －

計 50,926 49,598 7,647 6,167 114,339 △10,028 104,311

セグメント利益

（売上総利益）
5,907 1,379 380 365 8,033 0 8,033

その他の項目        

減価償却費 384 12 24 22 443 33 476

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。
２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。
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４．セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高  前連結会計年度  当連結会計年度

報告セグメント計 97,538 114,339

調整額（セグメント間取引消去） △6,186 △10,028

連結財務諸表の売上高 91,351 104,311

 
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 6,464 8,033

調整額（セグメント間取引消去） 24 0

販売費及び一般管理費 △6,255 △6,329

連結財務諸表の営業利益 233 1,704

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 土木建設事業 建築建設事業 製造事業 その他兼業事業 合計

外部顧客への売上高  44,816  43,118  1,131  2,285 91,351

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 土木建設事業 建築建設事業 製造事業 その他兼業事業 合計

外部顧客への売上高 50,687 49,460 1,702 2,460 104,311

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 11,699 土木建設事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

報告セグメントには配分しておりませんが、固定資産の減損損失を0百万円計上しております。

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）及び当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成

26年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）及び当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成

26年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

ア、連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等の所
有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他

の関係

会社

三菱マテ

リアル

株式会社

東京都

千代田区
119,457 非鉄金属

(被所有)

直接 35.8

当社への工事の

発注・建設資材

等の販売等

役員の兼任

工事等

の請負

（注１、２）

2,195
完成工事

未収入金
139

債務保証

（注１、３）
815 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．工事などの請負価格については、その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

３．債務保証については、三菱マテリアル株式会社の割賦未払金に対するものであります。

当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

ア、連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内
容

議決権等の所
有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他

の関係

会社

三菱マテ

リアル

株式会社

東京都

千代田区
119,457 非鉄金属

(被所有)

直接 33.5

当社への工事の

発注・建設資材

等の販売等

役員の兼任

工事等

の請負

（注１、２）

1,273
完成工事

未収入金
121

債務保証

（注１、３）
784  － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．工事などの請負価格については、その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

３．債務保証については、三菱マテリアル株式会社の割賦未払金に対するものであります。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 402円61銭 386円76銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり純

資産額
405円11銭 －

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額(△)
△5円77銭 28円72銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり当

期純損失金額(△)
△11円53銭 －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額は、当期純損失が計上

されているため記載しておりませ

ん。

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

（注）１．普通株式とＡ種種類株式について、各々別に、「１株当たり純資産額」と「普通株式以外の株式に係る１株当

たり純資産額」を記載しております。また、同様に、普通株式とＡ種種類株式について、各々別に、「１株当

たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額」と「普通株式以外の株式に係る１株当たり当期純損失金

額」を記載しております。

（注）２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取り扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、17円78銭減少しております。

（注）３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 17,865 18,332

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
0 0

（うち少数株主持分） (0) (0)

普通株主に帰属しない期末の純資産の

額（百万円）
1,233
 

－
 

（うちＡ種種類株式） (1,233) (－)

普通株式に係る期末の純資産の額（百万

円）
16,631 18,332

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の株式の数（千株）
44,355 47,399

普通株式

Ａ種種類株式

41,310

3,044

47,399

－
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（注）４．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失(△)
  

当期純利益金額又は当期純損失金額

(△)（百万円）
△244 1,296

普通株主に帰属しない金額（百万円） △50 －

（うちＡ種種類株式） （△50） （－）

普通株式に係る当期純利益金額又は当

期純損失金額(△)（百万円）
△193 1,296

期中平均株式数（千株） 33,588 45,147

Ａ種種類株式の期中平均株式数（千

株）
4,398 －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,050 10,429 1.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 62 69 2.2 －

１年内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 244 316 2.2 平成35年4月25日

その他有利子負債 － － － －

合計 7,357 10,816 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しております。
２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ
ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 69 87 59 42

 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計
年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記
載を省略しております。

（２）【その他】

①当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 21,531 46,528 71,377 104,311

税金等調整前四半期（当期）

純利益又は純損失金額(△)

（百万円）

△146 △136 584 1,768

四半期（当期）純利益金額又

は四半期純損失金額(△)（百

万円）

△245 △363 342 1,296

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額(△)（円）

△5.19 △7.67 7.23 28.72

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失金額

(△)（円）

△5.19 △2.48 14.90 20.15

 

②決算日以後の状況

該当事項はありません。

③重要な訴訟等

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,406 8,432

受取手形 ※３ 2,321 2,946

完成工事未収入金 ※１ 26,050 ※１ 30,569

未成工事支出金 ※５ 2,958 ※５ 3,824

仕掛品 262 158

兼業事業支出金 37 16

材料貯蔵品 43 42

前払費用 116 140

未収入金 1,748 1,456

未収収益 2 1

関係会社短期貸付金 880 1,010

従業員に対する短期債権 3 1

立替金 20 30

その他 103 192

貸倒引当金 △117 △133

流動資産合計 43,839 48,690

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,149 5,200

減価償却累計額 △3,512 △3,596

建物（純額） 1,637 1,604

構築物 1,387 1,393

減価償却累計額 △1,265 △1,273

構築物（純額） 121 119

機械及び装置 4,743 4,720

減価償却累計額 △4,687 △4,596

機械及び装置（純額） 55 123

車両運搬具 165 165

減価償却累計額 △164 △165

車両運搬具（純額） 0 0

工具器具・備品 1,364 1,202

減価償却累計額 △1,273 △1,118

工具器具・備品（純額） 90 84

土地 ※４ 7,848 ※４ 7,850

リース資産 387 754

減価償却累計額 △84 △128

リース資産（純額） 302 625

建設仮勘定 5 7

有形固定資産合計 10,063 10,416

無形固定資産 28 28
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 ※６ 1,203 ※６ 1,339

関係会社株式 1,257 1,257

出資金 1 1

関係会社出資金 30 30

従業員に対する長期貸付金 16 15

関係会社長期貸付金 637 420

破産更生債権等 ※７ 1,882 ※７ 1,513

長期前払費用 1 1

差入保証金 575 553

前払年金費用 599 834

その他 438 401

貸倒引当金 △1,886 △1,515

投資その他の資産合計 4,760 4,854

固定資産合計 14,851 15,299

資産合計 58,691 63,990

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※１ 12,184 ※１ 12,812

工事未払金 ※１ 10,417 ※１ 12,353

短期借入金 7,000 10,400

リース債務 63 127

未払金 148 410

未払費用 1,068 200

未払法人税等 126 100

未成工事受入金 3,944 2,439

預り金 625 614

賞与引当金 50 42

完成工事補償引当金 186 245

工事損失引当金 ※５ 896 ※５ 524

設備関係支払手形及び未払金 0 50

その他 15 240

流動負債合計 36,727 40,561

固定負債   

リース債務 244 498

繰延税金負債 67 91

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 1,523 ※４ 1,521

退職給付引当金 3,310 3,474

役員退職慰労引当金 185 220

資産除去債務 86 86

その他 6 144

固定負債合計 5,424 6,037

負債合計 42,151 46,599
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,218 4,218

資本剰余金   

資本準備金 8,110 8,110

資本剰余金合計 8,110 8,110

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,511 3,252

利益剰余金合計 2,511 3,252

自己株式 △38 △38

株主資本合計 14,802 15,543

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 176 288

土地再評価差額金 ※４ 1,560 ※４ 1,558

評価・換算差額等合計 1,737 1,846

純資産合計 16,539 17,390

負債純資産合計 58,691 63,990
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高   

完成工事高 77,920 88,427

兼業事業売上高 3,845 4,911

売上高合計 81,766 93,339

売上原価   

完成工事原価 ※２ 73,621 ※２ 83,165

兼業事業売上原価 3,556 4,519

売上原価合計 77,178 87,684

売上総利益   

完成工事総利益 4,299 5,262

兼業事業総利益 289 392

売上総利益合計 4,588 5,655

販売費及び一般管理費   

役員報酬 162 161

従業員給料手当 1,995 2,061

賞与引当金繰入額 9 7

退職給付費用 264 210

役員退職慰労引当金繰入額 67 67

法定福利費 286 301

福利厚生費 136 114

修繕維持費 0 0

事務用品費 69 80

通信交通費 336 315

動力用水光熱費 25 26

調査研究費 ※３ 483 ※３ 496

広告宣伝費 27 19

交際費 88 74

寄付金 8 7

地代家賃 260 252

貸倒引当金繰入額 △41 △41

減価償却費 52 51

租税公課 158 159

保険料 30 30

雑費 852 803

販売費及び一般管理費合計 5,274 5,202

営業利益又は営業損失（△） △685 452
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業外収益   

受取利息 ※１ 36 ※１ 25

受取配当金 16 ※１ 106

受取賃貸料 ※１ 135 ※１ 103

為替差益 52 25

その他 33 52

営業外収益合計 274 313

営業外費用   

支払利息 113 165

支払保証料 40 29

手形売却損 26 4

その他 3 20

営業外費用合計 183 220

経常利益又は経常損失（△） △594 545

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 0 －

未払課徴金等精算益 － ※６ 421

投資有価証券売却益 5 －

その他 1 －

特別利益合計 6 421

特別損失   

固定資産除却損 ※５ 6 ※５ 4

投資有価証券売却損 4 －

投資有価証券評価損 － 0

ゴルフ会員権評価損 55 0

その他 1 －

特別損失合計 68 4

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △656 962

法人税、住民税及び事業税 93 107

法人税等調整額 △0 △1

法人税等合計 93 105

当期純利益又は当期純損失（△） △749 857
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費  15,549 21.1 15,454 18.6

労務費  384 0.5 271 0.3

外注費  41,413 56.3 49,359 59.4

経費  14,061 19.1 13,930 16.8

（うち人件費）  (4,498) (6.1) （4,490) (5.4)

振替部材費  2,212 3.0 4,149 4.9

計  73,621 100.0 83,165 100.0

脚注　(1）原価計算の方法は、個別原価計算により受注工事毎に原価を、材料費、労務費、外注費及び経費の各要素に

分類集計しております。

(2）振替部材費は請負工事契約に基づく工事用部材を工場で生産した原価であり、製造原価より振替額のうち完

成工事分であります。
 
【兼業事業売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費  314 41.6 204 42.8

労務費  206 27.3 145 30.5

（うち労務外注費）  (131) (17.4) （82) (17.3)

経費  234 31.1 127 26.7

（うち減価償却費）  (7) (1.0) (6) (1.4)

当期総製造費用  755 100.0 477 100.0

期首仕掛品たな卸高  181  262  

他勘定よりの振替高 (注1) 2  1  

他勘定への振替高 (注2) 460  263  

計  479  477  

期末仕掛品たな卸高  262  158  

当期製品仕入高  1,998  2,597  

当期製品製造原価  2,215  2,915  

不動産事業売上原価  1,340  1,603  

兼業事業売上原価　計  3,556  4,519  

脚注　(1）原価計算の方法は、製品製造原価については個別実際原価計算、不動産事業売上原価については個別原価計

算であります。

ただし、製品製造原価における型枠消耗費は使用回数、また賃金、コンクリート部門費、補助材料部門費及

び間接費は生産屯数に基づき、それぞれ予定率で原価に算入しております。

(2)（注１）他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度  

社内機器損料ほか  2百万円  1百万円  

（注２）他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度  

未成工事支出金勘定      460百万円     263百万円  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,218 8,110 － 8,110 3,364 3,364 △60 15,633

当期変動額         

剰余金の配当     △81 △81  △81

当期純損失（△）     △749 △749  △749

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分   △0 △0   0 0

自己株式の消却   △22 △22   22 －

その他資本剰余金の負の残高の
振替

  22 22 △22 △22  －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △853 △853 22 △830

当期末残高 4,218 8,110 － 8,110 2,511 2,511 △38 14,802

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 90 1,560 1,651 17,284

当期変動額     

剰余金の配当    △81

当期純損失（△）    △749

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

自己株式の消却    －

その他資本剰余金の負の残高の
振替

   －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

85 － 85 85

当期変動額合計 85 － 85 △745

当期末残高 176 1,560 1,737 16,539
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当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,218 8,110 － 8,110 2,511 2,511 △38 14,802

当期変動額         

剰余金の配当     △118 △118  △118

当期純利益     857 857  857

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分   △0 △0   0 0

その他資本剰余金の負の残高の
振替

  0 0 △0 △0  －

土地再評価差額金の取崩     2 2  2

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       －

当期変動額合計 － － － － 741 741 △0 741

当期末残高 4,218 8,110 － 8,110 3,252 3,252 △38 15,543

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 176 1,560 1,737 16,539

当期変動額     

剰余金の配当    △118

当期純利益    857

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

その他資本剰余金の負の残高の
振替

   －

土地再評価差額金の取崩    2

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

112 △2 109 109

当期変動額合計 112 △2 109 851

当期末残高 288 1,558 1,846 17,390
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)たな卸資産

未成工事支出金・仕掛品・兼業事業支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　10年～50年

機械及び装置　　２年～12年

(2)無形固定資産

定額法

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益として処理してお

ります。

４．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)完成工事補償引当金

完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎に将来の見積補修費を加味し

て計上しております。

(4)工事損失引当金

手持工事等のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を

計上しております。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

有価証券報告書

77/92



(5)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

(6)役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規による期末要支給額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高については、前事業年度は45,302百万円、当事業年度は53,632

百万円であります。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と

異なっております。

(2）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（表示方法の変更）

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省

略しております。

また、財務諸表等規則様式第十一号(記載上の注意）６．により、財務諸表等規則第121条第１項第２号に定

める有形固定資産等明細表において、特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由

により取得原価の修正を行ったことによる再評価差額等については、これまでの増減があった場合に記載する

「当期増加額」又は「当期減少額」の欄のほか、期首又は期末の残高について「当期首残高」及び「当期末残

高」の欄に内書（括弧書）する方法に変更しております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

流動資産   

完成工事未収入金 173百万円 137百万円

流動負債   

支払手形 29 10

工事未払金 1,139 1,778

 

２　保証債務

(1）次の関係会社の銀行借入金に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

PT．Komponindo Betonjaya

内、61百万円は外貨建でありま

す。

(250千US$、3,915,906千ルピア)

151百万円 PT．Komponindo Betonjaya

内、20百万円は外貨建でありま

す。

(200千US$)

110百万円

 

(2）次の関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行っております。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

三菱マテリアル株式会社

（割賦未払金）

815百万円 三菱マテリアル株式会社

（割賦未払金）

784百万円

 

(3）次の取引先の手付金に対する保証を行っております。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

株式会社グランイーグル 10百万円 株式会社グランイーグル 52百万円

  株式会社ゴールドクレスト 23

計 10 計 76

 

(4）次の関係会社の仕入債務に対する債務保証を行っております。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当事業年度
（平成26年３月31日）

菱建商事株式会社 2百万円  －百万円

 

※３　事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度

末日は金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

受取手形 96百万円 －百万円
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※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づく算出方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△2,111百万円 △2,197百万円

 なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は39百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△504百万円であ

ります。

なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は39百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△507百万円であ

ります。

 

※５　損失が見込まれる工事契約に係る以下のたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

未成工事支出金 211百万円 259百万円

 

※６　東京法務局に下記の資産を差入保証金代用として差し入れております。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券 41百万円 41百万円

 

※７　破産更生債権等の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

破産債権・更生債権 447百万円 366百万円

長期滞留債権 1,406 1,120

長期分割返済債権 29 26
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

関係会社からの受取利息 34百万円 19百万円

関係会社からの受取配当金 － 90

関係会社からの受取賃貸料 129 99

 

※２　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

完成工事原価 664百万円 370百万円

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　 483百万円 496百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

機械及び装置 0百万円 －百万円

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物 5百万円 －百万円

機械及び装置 0 1

工具器具・備品 0 2

計 6 4

 

※６　未払課徴金等精算益

プレストレスト・コンクリートによる橋梁の新設工事の入札に関し、公正取引委員会から受けた独占禁止法の定

めに基づく排除措置命令に伴い過年度に課徴金等の見込額を未払計上しておりましたが、当事業年度に納付が完了

したため、差額を未払課徴金等精算益として計上しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 　（注）１、２ 137,085 611 51,460 86,236

Ａ種種類株式 （注）３、４ － 4,455,558 4,455,558 －

合計 137,085 4,456,169 4,507,018 86,236

(注) １．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の減少は、Ａ種種類株式の取得請求に伴う普通株式の交付による減少51,400株、単元未満

株式の買増による減少60株であります。

３．Ａ種種類株式の自己株式の増加4,455,558株は、取得請求によるものであります。

４．Ａ種種類株式の自己株式の減少4,455,558株は、消却によるものであります。

当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 　（注）１、２ 86,236 591 90 86,737

Ａ種種類株式 （注）３、４ － 3,044,442 3,044,442 －

合計 86,236 3,045,033 3,044,532 86,737

(注) １．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加591株であります。

２．普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の買増による減少90株であります。

３．Ａ種種類株式の自己株式の増加3,044,442株は、Ａ種種類株主による同株式の取得請求によるものであります。

４．Ａ種種類株式の自己株式の減少3,044,442株は、消却によるものであります。

（有価証券関係）

前事業年度（平成25年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式1,257百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

当事業年度（平成26年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式1,257百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 4,523百万円 4,662百万円

退職給付引当金 1,224  1,200

減損損失 863  830

関係会社株式・出資金評価損 704  704

貸倒引当金繰入限度超過額 635  536

貸倒損失 243  243

工事損失引当金 340  187

ゴルフ会員権評価損 175  176

投資有価証券評価損 99  99

減価償却超過額 87  65

その他 887  625

繰延税金資産小計 9,786  9,330

評価性引当額 △9,786  △9,330

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 66  90

その他 0  0

繰延税金負債合計 67  91

繰延税金負債の純額 67  91
 
上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金
負債の内訳は以下のとおりです。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

土地の再評価に係る繰延税金資産 424百万円 424百万円

評価性引当額 △424  △424

繰延税金資産の合計 －  －

土地の再評価に係る繰延税金負債 1,523  1,521

繰延税金負債の純額 1,523  1,521
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

法定実効税率 税引前当期純損失

を計上しているた

め、記載を省略して

おります。

 38.0%

（調整）   

永久に損金に算入されない項目  6.5

永久に益金に算入されない項目  △4.1

住民税均等割  11.1

評価性引当額の増減  △43.4

その他  2.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  10.9

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１
日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異
については従来の38.0％から35.6％になります。
この税率変更により、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 372円72銭 366円90銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり純

資産額
375円22銭 －

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額(△)
△17円69銭 18円99銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり当

期純損失金額(△)
△35円38銭 －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注）１．普通株式とＡ種種類株式について、各々別に、「１株当たり純資産額」と「普通株式以外の株式に係る１株当
たり純資産額」を記載しております。また、同様に、普通株式とＡ種種類株式について、各々別に、「１株当
たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額」と「普通株式以外の株式に係る１株当たり当期純損失金
額」を記載しております。

（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 16,539 17,390

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株主に帰属しない期末の純資産の

額（百万円）
1,142
 

－
 

（うちＡ種種類株式） (1,142) (－)

普通株式に係る期末の純資産の額（百万

円）
15,397 17,390

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の株式の数（千株）
44,355 47,399

普通株式

Ａ種種類株式

41,310

3,044

47,399

－
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（注）３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額(△)
  

当期純利益金額又は当期純損失金額

(△)（百万円）
△749 857

普通株主に帰属しない金額（百万円） △155 －

（うちＡ種種類株式） （△155） （－）

普通株式に係る当期純利益金額又は当

期純損失金額(△)（百万円）
△594 857

期中平均株式数（千株） 33,588 45,147

Ａ種種類株式の期中平均株式数（千

株）
4,398 －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

株式会社大林組 530,000 308

東京応化工業株式会社 100,698 229

首都圏新都市鉄道株式会社 3,000 150

ショーボンドホールディングス株式

会社
31,900 145

株式会社三菱総合研究所 64,900 135

関西国際空港株式会社 1,560 64

ヒロセ株式会社 50,000 44

中部国際空港株式会社 710 35

ハートランド平尾台株式会社 1,400 31

京成電鉄株式会社 25,000 22

その他（37銘柄） 128,787 131

計 937,955 1,298

 

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
満期保
有目的
の債券

分離利息国債 45 41

計 45 41
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 5,149 51 0 5,200 3,596 84 1,604

構築物 1,387 7 1 1,393 1,273 9 119

機械及び装置 4,743 86 108 4,720 4,596 17 123

車両運搬具 165 0 0 165 165 0 0

工具器具・備品 1,364 26 188 1,202 1,118 29 84

土地

 

7,848

(3,084)

7

(－)

5

(4)

7,850

(3,079)
－ － 7,850

リース資産 387 425 58 754 128 101 625

建設仮勘定 5 174 171 7 － － 7

計 21,052 777 534 21,294 10,878 242 10,416

無形固定資産 － － － 28 0 0 28

長期前払費用 1 － － 1 0 0
1

（0）

（注）１．土地の（　）内の金額は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）により行った土地

の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

２．リース資産の増加は主に東京土木支店の工事用車輌270百万円によるものであります。

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

４．長期前払費用の（　）内の金額は、１年以内に償却する額であり、貸借対照表では「前払費用」に含めて表示

しております。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
(その他）
(百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 2,003 112 311 155 1,648

賞与引当金 50 42 50 － 42

完成工事補償引当金 186 245 186 － 245

工事損失引当金 896 370 742 － 524

役員退職慰労引当金 185 67 33 － 220

(注)貸倒引当金の当期減少額(その他)は、回収及び一般債権の貸倒実績率による洗替によるものであります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

①決算日後の状況

該当事項はありません。

②重要な訴訟等

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――─――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故、その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　http://www.psmic.co.jp/

株主に対する特典 なし

 

（注）当社の単元未満株式を有する株主は、単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使できません。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

（４）前条に規定する単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第65期）（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）平成25年６月26日関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成25年７月10日関東財務局長に提出

事業年度（第65期）（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びその

確認書であります。

(3)内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月26日関東財務局長に提出

(4)四半期報告書及び確認書

（第66期第１四半期）（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）平成25年８月７日関東財務局長に提出

（第66期第２四半期）（自平成25年７月１日　至平成25年９月30日）平成25年11月８日関東財務局長に提出

（第66期第３四半期）（自平成25年10月１日　至平成25年12月31日）平成26年２月12日関東財務局長に提出

(5)臨時報告書

平成25年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成26年６月25日

株式会社ピーエス三菱  

取締役会　　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿島　高弘　　印

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ピーエス三菱の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ピーエス三菱の平成

26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社ピーエス三菱が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成26年６月25日

株式会社ピーエス三菱  

　取締役会　　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿島　高弘　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ピーエス三菱の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ピーエス三菱の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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